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日本企業とアメリカ企業の技術開発
ー製造業売上高上位500社の実態比較一
広田俊郎
I.序
様々の技術分野で，日本とアメリカの技術開発が競争の度合を強めてき
た。乗用車，光ファイバ，電子工業部品用セラミックス，複写機などの分野
では， 日本企業の技術水準はアメリカのそれよりも上回るものを示しだして
いるようである。 しかしながら， 1977年8月に打上げた無人惑星探査機ボ
イジャー 2号を 8年5カ月にわたる 48億キロの旅を経て天王星まで接近さ
せ，天王星を始めとして各種の惑星についての新発見を重ねさせているアメ
リカの科学技術開発体制には底知れない力強さと発想の斬新さが感じられ
(l) 
る。もち論この偉業は，国家的なプロジェクトとして達成されたものである
が，アメリカ企業が手がけているプロジェクトにもこのボイジャー 2号を努
郵させるようにスケールが大きくユニークなプロジェクトが見出される。
本研究は，筆者がフルプライト奨学生として1983年7月～1984年8月ハーバード・
ビジネス・スクールの客員研究員，また1984年9月～1985年7月 MITスローン・ス
クールの客員研究員として行った研究の一部である。この研究機会を可能なものにし
ていただいたフルプライト・プログラム（日米教育委員会）に深く謝意を表したい。
またその間の SabbaticalLeaveを認めてくださった関西大学商学部に謝意を表した
ぃ。
(1) 原稿作成後に，アメリカのスペースシャトルチャレンジャー号が打上後1分余
りを経過して爆発し民間人を含めた7人のメンバーの死亡につながるという悲劇の
報に接した。先端技術の開発に伴なうリスクを目の当りにした思いである。
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壮大なスケールのプロジェクトが日本企業によって手がけられるケースも
あることは言うまでもないとしても，研究プロジェクトの相対的規模の飛躍
的増加とリスクの増大は，従来のような研究開発体制での対応を困難にして
きた。通産省の指導下で， コンビュータ・メーカー 5社が共同して行った
「超LSI技術研究組合」はそのような事態への対応であった。 また日本の国
家プロジ．ェクトである第5世代コン ビュータ開発計画も同様に一社では対応
できない巨大プロジェクトの1例である。基本的に，この種の企業間協調を
好ましいとは考えないアメリカ企業の間にも，主要ハイテク企業15社が日本
の第5世代コンピュータ開発計画に対抗するために結集して設立した MCC
「マイクロエレクトロニクス・アンド・コンピューク・テクノロジー・コー
ポレーション」と呼ばれる共同研究開発会社が生み出された。
このような巨大プロジェクトによる技術開発と対極にあるのがベンチャ
ー・ビジネスによって推進される技術開発である。アメリカにおけるペンチ
ャー・ビジネス，それを支えるペンチャー・キャピクルの活況は1960年代か
らのものであり，近年大企業も自社内にベンチャー・ビジネスに擬すること
のできる独立事業単位を作って革新的な事業開発を行わせる社内ペンチャー
も活発化してきたようである。このような方策は， 日本企業の間で序々に取
り入れられつつある。
要するに， 日本とアメリカの間で，お互いに相手方の技術開発の組織化の
仕方を吸収しようという動きが生じてきているといえよう。このように両国
間での技術開発行動についての収束傾向が見られるとしても，現状における
両国の技術開発の仕方は，十分に異なっている。本論文は，日本企業とアメ
リカ企業の間にある技術開発活動上の差異を，日本企業とアメリカ企業の双
方に対して実施した質問調査票調査をもとに解明しようとするものである。
I．文献レビュー
日本的経営とアメリカ的経営が全体として異なった組織編成・運営の方法
を示していることは紛れもない事実であるように思われる。この異なったニ
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つのタイプの経営を比較するに当たり，経営システム全体をいくつかの要素
に分解する。そして二つのタイプの経営が各要素に関してどのような形態を
とるかを調べるという手続きを通じてそれらの差異や共通点を明らかにしよ
うとするアプローチが考えられる。このようなアプローチは，一面で二つの
タイプの経営が同様な要素を有していることを前提することを通じて，より
普遍的なクイプの経営の議論を展開することについての港在的可能性を持っ
ている。
このような分析の一例は WilliamG. Ouchi (1981)によってなされたもの
(2) 
であり， 日本の組織を終身雇用，非明示的な管理機構，集団による意思決定
などで特色づけ，アメリカの組織を短期雇用，明示的な管理機構，個人によ
る意思決定で特色づけた。両者をそれぞれJタイプとAタイプと呼んで，優
良なアメリカ企業はJタイプによく似たタイプの経営を行っていると述べ，
長期厘用形態がとられ，明示的な尺度が意思決定の最終的判断材料とは見な
されず，意思決定のプロセスがコンセンサスと参加から成り立っていること
(3) 
を強調したうえで，そのタイプを Zタイプと呼んだ。
Pascale and Athos (1981)も経営システムは経営の 7S要素と呼ばれる
(4) 
7つの操作可能な諸要素の組合せから成り立つと述べ， トップ・リーダーシ
ップによってそれらのバランスのとれた組合せが維持されているときに高成
果が達成されると論じた。 ここで， 7 Sは， Strategy（戦略）， Structure 
（構造）， System（システム）， Staff（スタッフ）， Style（経営スクイル），
(5) 
Superordinate goals（上位目標）， Skills（スキル）から成る。戦略，機構，
システムなどの，分析的，数量的，理論的な取扱いの可能な部分（「ハード」
な部分）がアメリカ企業では MBA（ビジネススクール修了者）の台頭のせ
(2) William G. Ouchi (1981) pp. 57-70（訳 pp.87-103)参照。
(3) Ouchi (1981) pp. 71-94（訳pp.104-134)参照。
(4) Richard Tanner Pascale and Anthony G. Athos (1981) pp. 79-83, 200-
206（訳 pp.101-105,283-289参照）。
(5) Superordinate Goalsに代えて SharedValues（共有価値）が最近よく用い
られている。
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いもあって強調されてきたのに対し，スクッフ，スクイル，スキル，上位目
標などの「ソフト」な要素は，アメリカ企業によって必ずしも注意を払われ
てこなかったことが強調された。経営内の従業員を経営目的達成のための手
段としてとらえるだけではなく，経営目的に共感を示した上でその達成を模
索する主休として位置づけようとする場合，このような主休的な模索を行う
能力をソフトないしソフトウェアと呼ぶことができる。 Pascaleand Athos 
は日本企業においてはこの部分とハードな部分の統合がうまくなされている
と述べ，日米の優良企業はハード，ソフトの両面を重視していると述べた。
以上の研究は主にインクビューを通じたデーク収集にもとづいていたのに
対し，河野 (1976)は質問調査票と訪問調査にもとづいて，日米の戦略的意
思決定を， トップマネジメント，企業の目標，製品・市場戦略，組織構造，
(6) 
意思決定について比較した。アメリカ組織の本社スクッフ・は少数ではあるが
高学歴の者を有していること，全般に事業本部（グループ）や事業部の力が
強く（分権というより複合集権的），長期計画においては，「実行者が長期計
画をたてる」という前提のもとに， 「会社の基本問題を論ずる」， 「全社の目
標や方針を明らかにする」などの側面よりも， 「各事業部間の資源の配分」
などが目的とされ，効果を見出されていること，などが明らかにされた。一
方，日本企業については，本社スクッフが多く，集権的でトップマネジメン
トと企画部の戦略の立案に果たす役割は大きく， 長期計画に関しては， 「会
社の基本問題を検討する」，「全社の目標や方針を明らかにする」などに主目
的を見出していることが示された。
Hull, Hage and Azumi (1984)も日本企業とアメリカ企業のイノベー
(7) 
ションを，研究開発の焦点と従業員育成志向の二側面に注目して比較した。
日本企業は，研究開発の焦点を会社全体とし，従業員育成にあたっても，ジ
ェネラリスト的な能力開発を重視し，この両者の組合せから，漸進的であっ
ても社内的にバランスのとれた技術開発が進められると論じた。一方，アメ
(6) 河野幾弘 (1切6)pp. 81-115参照。
(,7) Frank Hull, Jerald Hage and Koya Azumi (1984) pp.121-138参照。
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リカ企業は，研究開発の焦点を特定科学分野，専門分野としがちであり，従
業員育成にあたってもスペシャリスト的な能力開発を重視し，両者の組合せ
からユニークな技術的プレークスルーがなされるもののそれを事業化すると
きに様々の社内的な緊張やコンフリクトに直面すると論じた（図1参照）。
これからは，会社全体に研究開発の焦点を置き，
するような方向へ，日米両国のイノペーションが収束していくのではないか
よりスペシャリストを重視
と予測された。
図1 日米企業のイノベーションの対比
(Hull, Hage and Azumi (1984) p. 135) 
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加護野・野中・榊原・奥村 (1983)も質問調査票と事例研究の併用を通じ
日本企業とアメリカ企業の経営を，戦略と組織のそれぞれについて比較
(8) 
その比較をふまえて環境適応様式の比較を行った。戦略については，米
国企業が論理的・演繹的に競争優位を確立し，競争優位を製品に求めるのに
日本企業は帰納的かつィンクリメンクルに競争優位を確立し，競争優
(9) 
位を生産戦略に求めるという比較がなされた。また組織については，米国企
業は戦略に適合した階層構造を設定し，精緻な統合システムによるコントロ
て，
し，
対し，
(8) 
(9) 
加護野忠男・野中郁次郎・榊原清則・奥村昭博 (1983)pp. 61-224.参照。
加護野・野中・楢原。奥村 (1983)p.63参照。
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ールを実施し，階層に応じた専門能力の個人別蓄積を図るようなビュロクラ
ティック・ダイナミクスを強調するのに対し， 日本企業は現場の自発性と微
調整的適応行動を許容する柔構造を設計し，価値・情報の共有とそれを支援
するルースな統合システムによるコントロールを行い，集団内および集団間
の相互作用を通じたダイナミックな学習を行うなどのグループ・ダイナミク
(10) 
スで特色づけられると論じた。そのうえで，戦略に対する二つのアプローチ
と組織化に襲する二つのアプローチを組み合わせて，四つのタイプの環境適
応類型を示した（図2参照）。全体としては， アメリカ企業は図の右下半分
によって示される機械的適応類型を基本とし， 日本企業は左上半分によって
示される有機的適応類型を基本とすることが示された。
戦
略
図2 環境適応の四類型
（加護野・野中・榊原・奥村 (1983)p. 230) 
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以上のような研究によって日本企業とアメリカ企業の経営比較が統一的な
フレームワークを用いて個々の要素を比較するという形で行われた。
日本の独自性を解明していこうとする研究も国際比較の研究に属するもの
と考えたうえで，国際比較における他のアプローチは，全休システムの要素
(10) 加護野・野中・榊原・奥村 (1983)pp.115-116, 174-175参照。
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を比較したり，独自性を検討したりするのではなく，要素を結合したり，要
(11) 
素に特定内容を与えていく組織化の原理を解明しようとするものである。
(12) 
岩田 (1977)は， このようなアプローチを明示的に主張し， 「集団編成に
よる所属感の満足と情緒的安定性の維持」，「急激な変化の回避」，「安定性志
向と沈滞回避の両立」，「組織成員の義務の無限定性」などの「日本的経営の
編成原理」を指摘した。
濱口 (1977)は日本人の行動原理として「状況」を行動の最大の準拠枠と
する状況主義を示し， 日本人にとって「自分」とは「自他の間で共有される
生活空間の中で，状況に応じて自らに配分された部分」を指しているからだ
と述べた。 そして， 対人的脈絡の中に位置づけられた人間を「間人」と呼
(13) 
ぴ，その基本的価値意識を間人主義と呼んだ。このような間人主義に従うと
き，状況志向的でアウトサイド・インの原理にもとづく行動が展開されると
述べた。
神島 (1980)は日本社会があるパターンヘの同化を優先させる「馴成社
会」であるのに対し，異を立てることを「異化」と呼ぶことにすると，欧米
(14) 
社会は異化を同化（馴化）よりも優先させる異成社会であると述べた。
西田 (1982)は人や集団・組織体が相互に結びつくばあいの結びつき方に
は，契約原理による結合としての契約結合と一体化原理による結合があると
(15) 
述べ，日本社会の結合原理は後者であることを強調した。この一体化原理が
集団としての企業のみならず，企業と外部社会単位（株主，金融機関，供給業
(11) Pascale and Athos (1981)が示した。経営の7Sの中の「ソフト」な部分と
はここで考えられていた組織化のノウハウや原理と共通点を有するとも言える。
しかしソフト Sは，それを通じて経営行動を組織化するノウハウや原理をさすも
のというより，これらの結果として組織化・制度化されたものを意味するであろ
う。ここでは両者を区分し，前者のみに限定した整理を行いたい。
(12) 岩田龍子 (1977)pp.14-19参照。
(13) 濱口恵俊 (1977)pp. 25-34, pp. 59-62, pp. 252-261参照。
(14) 神島二郎 (1980)pp. 73-76参照。
(15) 西田耕三 (1982)pp. 40-44参照。
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(16) 
者，顧客）との関係にも貫ぬかれ，有機休型組織を形成すると述べた。
以上のような社会的活動の組織化原理を強調する議論とは別に，ある組織
化原理により形成された制度に注目し，その制度とそれが置かれた環境そし
て組織化原理との相互作用をとらえようとする議論がある。
吉野 (1968)は日本の経営システムを伝統と革新という二つの視点からと
らえようとした。日本の産業界は，西欧の官僚組織と伝統的社会の価値休系
との混合システムを開発したとされた。日本的経営は稟議制や根回しを通ず
る集団志向的な合意形成システムを持つ一方， 1950年代後期から「長期的戦
略的計画」というコンセプトを受け入れ始め，伝統的な稟議制の欠点を克服
していったが，この間の推移は幾多の困難に満ちたものであったと述べられ
た。同様な変化が，決して休系だった仕方でも，青写真に描かれたような仕
方でもなく，一連の苦悩に満ちた実験の連続としてひき起こされるだろうと
述べられ，伝統にもとづきながら環境変化の中の新たなチャレンジに適応し
(17) 
ていくという日本的経営像が示された。
占部 (1978)は日本に固有の経営社会制度としての終身鷹用制を示し，そ
れが終身雇用，年功昇進制，年功賃金制，集団主義，福利厚生主義，という
(19) 
諸要素からなる一つの全体としての経営管理制度をなしていると主張した。
日本的経営の基本原理としては，組織成員の麗用の安定，生活保障，賃金，
地位の保障，福利施設，などの組織成員のおかれる環境要因を人間らしいも
のにするだけでなく，主休的な人間性要因としての自主性，自己責任，自尊
心を尊重するという意味での「全人的な人間尊重主義」があげられると述べ
(20) 
た。さらに，全人的な人間主義的経営の基本原理をもとにしながら，一方で
技術への適合性や経済的合理性を考慮して，環境や条件の変化に対応して日
(16) 西田 (1982)pp. 183-206参照。
(17) 吉野洋太郎 (1968)pp. 254-272参照。
(18) 吉野 (1!¥11)pp. 262-272参照。
(19) 占部都美 (1町8)pp.6-10参照。
(20) 占部 (1切8)pp.186-191参照。
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本の経営管理制度が適応的に変化してきたことを強調した。
以上のように， 日本における社会的活動を組織化していく原理についての
議論を展開してきたが， 日本的技術開発についてどのような示唆を得ること
ができるのであろうか。
日本社会は，「馴成社会」であり，欧米の「異成社会」と対比され， 組織
レベルでは， 「急激な変化の回避」， 「安定性志向と沈滞回避の両立」が見ら
れ，社会における関係のあり方は欧米の契約社会に比較して一体化結合にも
とづいており，状況に応じた行動が展開される，ということである。技術開
発については，技術開発に関してどのような状況が生じているか，そこにお
ける基本問題は何かという把握にもとづいて，ステップ・バイ・ステップの
技術革新を志向すること，すなわち必ずしもブレークスルーを志向しないこ
と，そして以上の過程における種々の関係の形成は契約原理にもとづくもの
ではなく，有機体的な結合にもとづくものであること，最後にこのような技
術開発システムは絶えず適応的に進化していくことなどが予想される。
m．調査方法
1. 質問調査票
日本企業とアメリカ企業の技術計画活動と技術戦略を調査するために，同
様な内容から成る質問調査票を英語と日本語の双方で作成した。質問調査票
を通じて解明しようと試みたのは次のような諸側面であった（本論文付録1
参照）。
1)研究開発体制（中央研究所の有無，その他研究所の数と編成の仕方，
研究開発費）
2)技術計画活動への関与度
3)技術計画活動を担当する組織単位
4)技術計画活動の様式
5)技術計画活動成果
6)技術計画活動の結果として実際に採用された技術戦略
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2. 質問調査票送付企業と回答企業
1985年 5月に，アメリカ企業へ向けてまず質問調査票が発送された。発送
先は，『フォーチュン』誌 (1985年 4月29日号）製造業売上高ランキング500
社であった。宛先は『Corporate1000』より見出した研究開発，あるいは事
業開発担当の副社長 (V.P., Vice President) とした。以上の名前が見出せ
なかったケースについては社長宛とした。 この結果156社から回答を得た
(21) 
（回答率＝31%）。
1985年10月に，日本企業へ向けて質問調査票が発送された。発送先は，日
経 NEEDS財務データベースを用いて製造業企業について売上高規模順に
リストアップした500社であった。 ただしリスト作成の段階でダイヤモンド
企業ランキングをも利用したため，上記以外の企業数社も発送先に含められ
た。更に日本企業については， 製造業上位500社とそれに続く規模の企業と
を比較する目的をもって， 日経 NEEDS財務データベースを用いて，売上
高上位501位企業から570位までの企業も発送先に含められた。ただし，本論
文においては，分析を上位500社に限定した。
宛先はいずれも，『会社職員録』から見出した研究開発， 技術開発に関わ
る職務の長，ないし中央研究所長とした。以上の名前が見出せなかったケー
スについては社長宛とした。この結果，製造業上位500社の中から， 160社が
(22) 
回答した（回答率＝32%）。ただし， 分析に際しては， 日経財務デークを共
に用いるという目的に適う158社の回答が用いられた。
(21) アメリカ企業の回答者は次のような職位の方から成っていた。社長 (Chief
Executive Officer) -6名， 取締役上級副社長 (SeniorVice President) -11 
名，取締役副社長 (VicePresident) -68名，取締役 (Director)-37名，主席
研究員 (ChiefScientist)-2名，部長 (GeneralManager)-4名，課長(Man-
ager) -14名，その他ー14名。
(22) 日本企業の回答者は次のような職位の方から成っていた。常務取締役ー1名，
取締役ー3名，取締役技術本部長ー5名，研究開発副本部長ー1名，中央研究所
長ー19名，研究室長ー6名，企画開発室長ー4名， 部長ー30名，次長（部長代
理，副部長）ー10名，主席研究員ー15名，参事ー1名，副参事一1名，主幹ー2
名，課長ー13名，副課長ー1名，主査ー9名，係長ー5名，その他ー34名。
日本企業とアメリカ企業の技術開発（広田） （459)11 
w．分析フレームワーク
日本企業とアメリカ企業の技術開発活動を比較する際に図3で示されるよ
うな分析フレームワークを用いることにした。
分析フレームワークの図の左方に示された「環境」は技術開発活動が様々
の条件のもとで作りあげられていくことを表硯するためのものである。
技術開発システムの主たる要素は，プロセス，経営資源，情報フロー・コ
ミュニケーションの構造である。プロセスは，技術開発活動を支えるための
経営行動を意味すると考えられている。ここで経営行動というとき主体的な
問題解決的意思決定を意味すると考えられている。経営資源とは，以上のプ
ロセスを通じて獲得され，配分され，活性化される対象を意味するものと考
えられている。問題解決的なプロセスがなければ技術開発活動が進展しない
ことは言うまでもないが，そのプロセスにおいて活用される経営資源が不十
分であれば，技術開発活動はやはり十分な成果をあげにくい。その意味で，
プロセスと経営資源は，技術開発活動の主体・客体の関係をなしながら，と
もに技術開発活動において中心的な役割を果たしている。
以上の二要素は，言わば技術開発活動において可視的な部分であったが，
眼に見えにくいが技術開発活動を支えている要素があることは言うまでもな
い。そのような必ずしも一見してとらえることのできにくい要素の中で，主
休的に技術開発活動を編成していく要素を企業文化，その際の客体となり技
術開発活動に活用されるものを経営能力と呼ぶことにする。これらの眼に見
えにくい部分が，基底において技術開発活動を支えている役割は非常に大き
いと考えられるが， 今回の質問調査票ではこの側面に立ち入ることを避け
た。そのことを示すため，これらの要素の下位項目を空白にしている。
以上のような諸要素を結合するものとして，情報フロー・コミュニケーシ
ョンの構造が考えられており，そのことを示すため，図においてこの要素は
技術開発システムの中心に示されている。
技術開発システムは現実においては，企業文化や経営能力などの必ずしも
明示的ではない側面によって支えられているが，明示的には技術計画活動に
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よって導かれていると考えられる。そのことを示すために，技術計画活動と
いう要素が技術開発システムの上部に示された。
以上のような技術計画によって導かれる技術開発活動を遥じて，各企業は
どのような技術戦略方策を採用するのかを決定し，技術開発活動成果をあげ
ていく。このような側面が，分析フレームワークの右方において示されてい
る。
分析フレームワークにおける技術開発システムの構成について補えば，こ
の部分の左半分は技術開発を主体的に組織化 (Organizing)していく主体を
示しており，右半分はその過程で活用される容休を示している。また分析枠
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組の上半分は，可視的な部分であり経営的決定を通じて変更が比較が比較的
容易な部分であるのに対し，下半分は，非可視的な部分でありその形成に時
間を要し，そのための明快な方法が明らかでないような部分である。その中
央に位置する情報フロー・コミュニケーションの構造はこれらの種類の異な
る要素を結ぴつける場を提供するものであり，設計が可能であるとともに，
創発的に形成されるものでもあると考えられる。その意味で技術開発システ
ムの設計を行い，その進化的変化を導き出すうえにおいて中心的な重要性を
持つ部分と言える。
V.国別特性の比較
日本とアメリカの回答企業の中には，いわゆるハイテク企業もあれば，成
熟産業企業もある。また歴史を持った大企業もあれば，上位500社の中に最
近硯われてきた企業もある。このような研究開発強度や規模の差異は，技術
開発における様々の差異をもたらさずにはいないであろう。しかし，この節
では，このような要因にもとづく技術開発活動の差異を無視した上で，技術
開発活動の国別の差異に焦点を絞って，日本企業とアメリカ企業の技術開発
活動の比較を行うことにする。その国際比較を行うに当っては，分析フレー
ムワークにおいて示された各要素毎に比較を行っていくことにする。まず第
ーに，技術計画活動の比較から行うことから始めよう。
1. 技術計画活動
技術計画活動が何を意味するかには異論があるであろう。質問調査票の問
2において，それが意味すると思われるいくつかの活動を列挙し，それらに
各企業がどの程度関与しているかを聞いた。その際， 0 =関与せず， 1 =有
用とみなし関与， 2＝不可欠と見なし深く関与というスケールを用いて評価
してもらった。それらの評価の結果が，日米の間で異なるかどうかを，国別
とスケール別のクロス集計を行い， その分布が有意に異なるかどうかを X2
値を用いて分析を行った（表1参照）。結果的には， 日本企業との間で明確
な差が見出されたようであった。
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日本企業は，本社戦略実行において重要となる重点技術の開発上の優先順
位づけ，技術予測をふまえ将来保有すべき技術のリストを作成すること，な
どの側面に対して，アメリカ企業より深く関与していることが見出された。
つまり，日本企業は全社的な観点からの技術開発上の決定事頃を，技術計画
活動を通じて取り扱っているようであった。
他方，アメリカ企業は，技術計画と事業戦略との関連づけ，内部的技術能
カの評価，という側面に対して，日本企業よりも高いレベルの関与を行って
いることを回答した。アメリカ企業においては，本社の役割はしばしば財務
的な事項に限定され，事業戦略に関する意思決定は事業本部 (group)や事
業部の権限に委ねられる。そこで技術開発においてもしばしば事業部が資金
の手当てを行った研究開発が中央研究所で行われることがある。本社的な観
点からの技術開発が，全社的な調整の結果として行われることは皆無ではな
いが，基本的には技術開発に対応するニーズが明確になったものを技術開発
活動の対象としていくと思われる。そのような傾向の現われとして，上記の
二つの活動が重視されたと思われる。前者は，技術開発を事業戦略と関連づ
表1 技術計画活動
関日与せ米ず I 有日 用 不可欠
技術計画活動 米 日 米 x2 
技術け計画と事業戦略との関連づ 5 12 57 44 88 98 5.0* 
内部的技術能力の評価 12 13 100 65 39 76 19.3*** 
本社る目戦重標略点の実技明行術確化ににつおいいてて重技要術開と発な 4 15 39 70 106 70 22.4*** 
重点け技術の開発上の優先順位づ 6 19 59 61 86 74 7．7"'* 
競争業者の技術力の評価 16 17 97 88 38 50 2.0 
外部技術ソー スの評価 18 29 94 89 43 38 3.0 
技術き予技測術をふまえ将を来作保成有すべのリスト 26 60 92 74 31 20 17.7*** 
表中の数字は企業の数を示す。
•p<0.10 紐 p<0.05 砕＊p<0.01で有意。
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けるということであるからアメリカ的コンテクストの中で何故重視されたか
は自明であろう。内部的技術能力の評価については，事業戦略を構想すると
きに，環境における種々の機会に対応するため各企業の持つ内部的技術能力
の評価を行い，両者を突き合わせて，どのような種類の技術開発が事業戦略
上必要であるかを考えるときに必要であると思われる。アメリカ企業は事業
戦略の側から技術開発を考えることが多いという傾向性を反映して，内部的
技術能力の評価という側面がアメリカ企業によって重視されているようであ
った。
次に，技術計画の時間幅が検討された。アメリカ企業は，技術計画の時間
幅が平絢して5年から 6年であると回答していた。他方，日本企業はそれが
平均3年位であると回答していた。
このような技術計画の時間幅の差異は，日本企業とアメリカ企業における
研究開発活動の一般的な差異を反映しているようであった。すなわち，アメ
リカ企業の研究開発活動の主目的は，新しい技術を作り出し，ぞれを用いて
新製品を作り出して， 新事業を作り出すことにあることが指摘される。他
方，日本企業の研究開発活動の主目的は，基本的な製品コンセプトが既に形
成されたものに対し，それの性能を高めたり，コストを低下させたりするこ
とを通じて競争力を高めようとするようなクイプのものが多いことが指摘さ
れる。アメリカ企業のように，研究志向の研究開発活動を行うときには，技
術計画の時間幅は長いものになるであろうし，日本企業のように，開発志向
(23) 
の研究開発活動を行うときには，技術計画の時間幅は短いものになるであろ
うということである。
次に，社長が理科系出身であるかどうかを質問調査票において問うたが，
(23) 日本語の質問調査票の問6．研究開発プロジェクト，において研究開発プロジェ
クトが基礎研究，応用研究，開発研究のいずれに力点があるかという問を提出し
た。それに対する答えは，基礎研究： 11社， 応用研究： 55社， 開発研究： 116社
であり．日本企業の間では開発研究志向が依然として強いものであることが示さ
れた。
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その結果を検討したい。この問いを，技術計画活動という項目の中で取り扱
うのは，この側面が技術計画活動のオリエンテーションに大きな影響を与え
ると考えたからである。この質問調査票に回答したアメリカ企業の場合の理
科系出身の社長の比率は47.7彩であった。また日本の回答企業の場合の理科
系出身の社長の比率は41.6％であった。一般に，アメリカ企業の社長の教育
バックグラウンドとして法学系のものを持つことが多いことが指摘されてき
たが，ここでの結果はそのような通念と一致しなかったと言えよう。
日本企業への質問調査票においては，全役員の中で理科系出身の役員の占
める比率も問われた。この問に対する回答企業の答えの平均は47.0彩である
ことが分かった。この比率は，日本企業の間での理科系出身の社長の比率よ
り高かった。この事実は，次のように二つの異なった観点から論ずることが
できるであろう。
一つの観点によれば， 理科系出身の役員が社長になり得る確率は，文科
系出身の役員が社長になり得る確率より低い， と考えるものである。他の
観点は，近年より高い比率で理科系出身の役員が選出されるようになったと
見る見方である。
2. プロセス
技術計画各活動のプロセスがどのような様式を用いて運営されているかを
調べようとした。ここでいう様式としては， トップダウン，ポトムアップ，
相互作用的の三つを考えた。
多くのアメリカ企業は相互作用方式を採っていると回答した (113社）。ポ
トムアップを採っているものがそれに続き (27社）， トップダウンを採って
いるものは少数であった (1雑t)。それに対して， 日本企業も相互作用方式
を最もよく採っており (103社），ポトムアップ方式がアメリカ企業に比べる
と多かった (36社）。 トップダウン方式は少なかった (1雑上）。
技術計画活動の多くが相互作用的になされていることが分かったが，この
ような様式が技術計画活動の各側面でどのような具体的差異をもたらすであ
ろうか。この問題を論ずるために，技術計画の原案が本社，事業部長，研究
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所のいずれにおいて提案されているのか，技術計画の最終的な権限がだれに
所属するかに関する分析を行いたい。
アメリカ企業は，技術計画の原案の多くが事業部門レペルで提示されると
述べた (71社）。これは事業部門レベルでのニーズの把握を踏まえた研究プ
ロジェクトが多いことを示唆している。ただし研究所で原案が提示されるこ
とも多いことが示された (59社）。
日本企業の中では，技術計画の原案が研究所で作成されるケースが一番多
かった (88社）。次に多かったのは，事業部においてであった (56社）。両国
の場合とも，本社において技術計画の原案が提出されるというケースは少な
かった（アメリカ企業について33社，日本企業について20社）。
技術計画を担当する最高責任者が誰であるかという問に関して，このアン
ケートに回答したアメリカ企業の三分の一以上が社長を最高責任者にあげて
いた (55社）。そして，他の三分の一のアメリカ企業は，上級副社長(Senior
Vice President)が技術計画活動の最高責任者だと回答していた (55社）。
アンケートに回答した日本企業に関する限り，半数以上の企業が社長を最高
責任者にあげていた (93社）。回答企業の五分の一程が専務を技術計画の最
高責任者としていた (27社）。以上のような比較をもとに， 日本企業の方が
より上位トップマネジメントを技術計画活動に関与させていると言ってよい
と思われる。
以上で述べた，技術計画の原案を提起する主体についての分析と，技術計
画の最高責任者についての分析とを， 技術計画活動についての各種の様式
（相互作用的， トップダウン，ボトムアップ）毎に行うことによって，これ
らの技術計画活動についての様式の内容をもう少し詳しく検討することにし
た。分析結果は表2で示されるようなものであった。
相互作用的という技術計画活動の様式に着目すると，そのような様式をと
っていると答えた日本企業 (103社）については， 技術計画の原案が研究所
で作られるケースが一番多く (42社）， 相互作用的な様式をとっていると答
えたアメリカ企業 (113社）については， 事業部で作成されるケースが一番
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多かった (56社）。相互作用的な技術計画活動様式をとっているケースにお
ける技術計画の最高責任者については，多くの日本企業は社長が最高責任者
だと答えていた (70社）が，アメリカ企業については，社長が最高責任者で
あるケースは半分以下であった (44社）。
また次にボトムアップ様式をとっていると答えた企業（日本企業36社，ァ
表2 技術計画活動の様式とプロセス
三技雀計画の様式 技術計画の原案作成者 1 技術計画活動の最高責任者本社研究所事業部 会長社長（上副専社務長級） その他
日 12 42 38 3 70 42 10 
相互作用的
米 23 42 56 10 44 45 11 
日 1 6 4 1 ， 8 ゜トップ・ダウン 米 6 4 2 2 10 3 1 
日 6 17 13 1 23 16 1 
ポトム・アップ
米 3 11 8 1 5 11 7 
表中の数字は企業数を示す。
メリカ企業27社）に着目すると，日米企業双方とも，研究所で技術計画の原
案が示されるケースが一番多いと述べていたが，技術計画活動の最高責任者
については，日本企業の多くのケースが社長だと答えていた (23社）のに対
し，多くのアメリカ企業は上級副社長だと答えていた (11社）。 日本企業の
場合には，技術計画活動がボトムアップで行われるという場合，究極的な決
定は社長に委ねられるというケースが多いということであり，相互作用的，
またはポトムアップで技術計画活動を行っていると答えた日米両国企業に関
する限りは，一般的に日本企業の方がアメリカ企業よりもより上位のトップ
マネジメントに最終約権限を与えているようであった。
ただし， トップダウンで技術計画活動を行っていると答えた両国企業につ
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いては，そのように答えたアメリカ企業の多くのケースについて本社が技術
計画の原案を提出し，またトップダウン様式をとるアメリカ企業において社
長を最高責任者に数えるケースが 1番多かった。
自由裁量型研究についての日米比較は図4に示す通りであった。ここで自
由裁量型研究とは，「会社が研究者に割り当てた研究プロジェクトとは別に，
研究者自らが提案した研究フ゜ロジェクトに一定額の資金と時間とを与えて自
由に研究させるようなクイプの研究」を意味すると定義しておきたい。回答
に参加した日本企業についても，多くの企業がこの種の研究に関与し始めて
いるようであったが，多くの場合それらの研究プロジェクトは完全に公諮さ
れたものというより， 非公式的なものとされるケースの方が多かった (74
社）。このことは， 前述のように， 日本企業における技術計画活動の最高責
任者はより上位階層者であることが多いという事実の反映である。より上位
者が最高責任者であるということは，それだけ技術計画活動への本社コント
企業数 8 0 
70 
60 
:i 
30 
20 
10 
図4 自由裁塁型研究の型
米
＂ (3↓tl:） 
際
＂ (;1tJ:) 
米
(27社）
この種の研究活動 公式的には行って
を行っていない いないが、そのよう
な括動がなされて
いるようである
(8ti社）
n 
(38社）
米
(26社）
公式,,りにこの種の この種の研究活動
研究を認めている を焚励するような
公式的システムを
枯 •9 ている
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ロールが強いということを意味し，そのようなコントロールの強さの弊害を
綬和するためにも非公式的な自由裁量型研究が多くなされていると考えるこ
とができる。
他方，回答に参加したアメリカ企業に関する限り，半数以上が公式的にこ
の種の活動を認めていると回答し (86社）， かなりの数の企業が， この種の
研究活動を奨励さえするような公式システムを持っていると答えた (26社）。
全般的にアメリカ企業の技術計画活動はそれ程集権化されたものではないこ
とが示されてきたが，それに加えるに，自由裁量型研究についても見られる
ように公式化の程度が高いと考えられる。
3. 経営資源
日本企業とアメリカ企業の研究開発活動に用いられている経営資源の特性
がどのようなものかを調べて見た。 そのため， 研究開発費／売上高比率，研
究者・エンジニア人員の数および研究者・エンジニア人員／全従業員比率の
産業別の値を調べることにした。
アメリカ企業についての結果は表3において示されている。アメリカ企業
は乎均して 1,457人の研究者・エンジニアを雇用していることが分かった。
特にいわゆるハイテク産業， 例えば電気機器， 航空宇宙， 事務機器（コン
ピュータ）などの産業， においては， それらの人員数は，それぞれ3,753,
5,289, 3,032人であった。 これらの産業の研究開発費／売上高比率はそれ
ぞれ8.3%,8.2%, 9.6％であった。研究者・エンジニア人員／全従業員比率
については，それぞれ4.0%,7.1%, 7.7％であった。
日本企業についての上記の側面についての結果は表4に示されている。日
本企業が雇用する研究者・エンジニア人員の平均は 971人であり，アメリカ
企業と比べるとやや少数であった。ただし，電気機器，精密機器，自動車な
どのハイテク産業においては，それぞれ3,109人， 1,063人， 1,618人を数え
た。これらの産業の研究開発費／売上高比率はそれぞれ4.4%,5.8%, 3.4% 
であった。 これらの産業における研究者・エンジニア人員／全従業員比率は
それぞれ19.2%,22.2%, 10.5％であり，アメリカ企業よりかなり高率であ
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表8 アメリカ企業の研究開発強度（産業毎）
ご覧空鼈塁釦I閃賢"|謬贋齢邸lN 
航空宇宙 8.2 5,289 7.1 7 
アパレル 0.1 7 0.0 3 
欽 料 0.2 30 0.3 1 
化学工業 3.2 1,423 5.4 22 
電気機器 8.3 3,753 4.0 16 
食 品 0.7 194 1.1 13 
ガ ラ ス 1.8 245 1.1 8 
産業機械 2.3 418 2.1 13 
測定機器 5.4 3,280 4.5 5 
金属加工 1.5 249 0.9 ， 
金属製品 2.0 398 1.7 6 
鉱業・原油 0.6 411 1.4 4 
自 動 車 2.0 4,695 5.6 6 
楽 器 2.0 50 0.9 1 
事務機器 9.6 3,032 7.7 8 
パルプ・紙 1.4 92 1.0 8 
石 油 0.7 1,075 3.0 6 
医 薬 品 8.2 1,177 5.4 8 
出版•印刷 0.7 16 0.1 3 
ゴ ム 1.9 156 1.3 4 
造 船 1.0 425 1.0 2 
洗 剤 2.0 200 3.5 1 
繊 維 0.5 26 0.3 1 
ク ノゞ コ 0.5 1,000 1.5 1 
平 均 3.5 I 1,457 I 3.1 156 
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表4 日本企業の研究開発強度（産業毎）
→産業 研売究上高開発比費率／（％） 研人究員開（人発） 研従究業員開発比人率員（％／） N 
食 品 1.0 146 11.7 15 
繊 維 1. 7 723 7.8 10 
パルプ・紙 0.5 132 3.2 2 
化学工業 4.0 465 17.4 23 
医 薬 品 10.1 826 19.6 5 
石 油 0.2 110 4.9 2 
ゴ ム 1.8 272 11.6 3 
ガラス・土石 2.4 246 9.4 11 
鉄 鋼 業 1.1 365 4.5 11 
非鉄金属 2.5 322 8.5 7 
機 械 3.5 323 10.2 13 
電気機器 4.4 3,109 19.2 30 
造 船 2.5 1,200 6.9 2 
自 動 車 3.4 1,618 10.5 12 
その他輸送機 2.4 225 9.4 2 
精密機器 5.8 1,063 22.2 6 
その他製造業 1.8 673 6.6 4 
平 均 3.3 971 12.7 158 
ることが注目すべき点であると言えよう。
全般的に言って，アメリカ企業の方が日本企業と比較してより大きな経営・
資源を研究開発活動に甕与させているようであった。中央研究所の設置に関
しては，アメリカの回答企業156社中107社がそれを設置していたと答えたの
に対し， 日本の回答企業158社中84社が中央研究所を設置していたと答えた
のに過ぎなかった。また中央研究所以外のその他研究所の総数についても，
アメリカ企業については平均8.5ケ所， 日本企業については平均3.6ヶ所とか
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なりの開きがあった。研究開発費／売上高比率についても， アメリカ企業の
それが平均3.47％に対して，日本企業のそれが平均3.24彩と少しではあるが
差が差在した。
以上のようなアメリカ企業のより豊かな研究開発経営資源という一般的な
傾向とは必ずしも一致しないと思われたのが前述した研究者・エンジニア人
員／全従業員比率であった。 日本企業は， かなり高い研究者・エンジニア人
員／全従業員比率を示していた。この理由の一部は，＇日本企業の従業員総数が
相対的に少いという事実に基いている。たとえばアメリカ企業のランキング
2位の GMは売上が838億ドル (16兆7,600万円）で日本企業ランキング1
位のトヨク自動車の売上の3倍であるが， 従業員数は前者が74万8,000人に
対し， トヨタ自動車が6万人と12倍以上ある。このような従業員規模の差異
が日米企業の間で一般的に見られることは明白である。このような日本企業
における従業員数の相対的な人数の少なさは，日本企業が多くの関連会社，
下請企業を活用して多くの部品生産等を委託することを通じて自社従業員を
比較的コンパクトなものにしえているからだと思われる。
ただしこのような部品生産等については関連企業，下請企業に委託すると
しても，研究開発活動についてはそのような委託を行わず専ら当該企業で行
うことが考えられる。日本企業は，以上のようなメカニズムのもとでこのよ
うに高率の研究者・エンジニア人員／全従業員数比率を示すことになったの
だと思われる。
次に，中央研究所以外の研究所がどのような仕方で組織化されているかに
ついても調べて見た。その結果は図5に示されている。ここでの結果から，
アメリカ・企業の方が各テーマ毎により多くの研究所を持っていることが分か
った。言いかえると，日本企業は研究所の数をそれほど増加させたり分散さ
せたりせず，比較的少数の研究所によって対処しようとしているようであっ
た。アメリカ企業はそれに対し，各テーマ毎の研究所を 3ケ所以上分散設置
（当該技術についての情報密度の高い大学の近辺，工業地域などに）するケ
ースが多いことが見出された。
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4. 情報フローとコミュニケーションの構造
情報フローとコミュニケーションの構造に関連して次のような側面を調べ
ることにした。まず，技術計画組織の有無であり，これは技術計画活動に伴
う情報交換がどれ程公式化され統合されているかを示すものと考えられた。
次に，その技術計画組織が組織上どの部署に所属しているか，本社，中央研
究所，事業部のいずれであるかを調べた。さらに技術計画組織の性格を探る
ため，その組織で働いている人員の数と教育歴を調べた。そしてさらに，中
央研究所の地理的分散の状況を問うた後，海外研究所の設置状況について調
べることにした。
技術計画組織の存在に関しては，本調査に参加したアメリカ企業のほぼ3
分の 1にあたる51社が技術計画組織を持っていると述べた。一方，本調査に
参加したほとんどの日本企業が技術計画組織を持っていると述べた(131社）。
アメリカ企業の場合， そのような部署は本社 (27社），あるいは中央研究所
（碑）のそれぞれに同様な割合で所属していた。他方，日本企業について
は技術計画を担当する組織単位は多くの場合本社におかれ (94社）， 中央研
究所におかれるケースはそれ程多くなかった。
この技術計画組織で働いている人員の数と，彼らの教育歴が問われた。人
員の総数の平均は，アメリカ企業の場合が15.3人，日本企業の場合が19.2人
であることが分かった。すなわちアメリカ企業の場合，このような組織単位
を設置しているケースが少ないだけでなく，そこで働いている人員の数も日
表5 技衛計画組織従業員の教育歴
＼ 学位 工学，理学，数学 法学，経済，商学，経営日 本 I アメリカ 日 本 I アメリカ
博 士 1.2 2.7 o.o 0.1 
修 士 2.7 4.8 0.1 1.2 
学 士 12.3 5.6 1.1 0.6 
表中の数字は従業員の数を示す。
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本企業に比し，やや少数であることが分かった。しかし，教育歴については
アメリカ企業の方が高学歴者の比率が高いことが分かった（表5参照）。
既に述べたように，質問票回答に協力したアメリカ企業156社については
106社が中央研究所を持っていると答えていた。 その中で40社は， その中央
研究所が地理的に複数の施設を持っていると回答していた。また，アメリカ
企業 (156社）の中で127社が，中央研究所には属さないその他の研究所を持
っていると回答した。
プロダクト・サイクル・モデルによれば，寡占大企業は産業ライフサイク
ルの初期において輸出を志向し，輸出先の国内で競争企業が現われ出した時
点で競争力を回復するために直接投資を行い，製品の海外硯地生産を行うよ
うになる，と予測されている。このような動向の次の段階として，研究開発
表6 アメリカ企業の海外設置研究所
: 
イ 西 フ 日 力 オ イ ス ペ オ オ イ
I I スギ ド ラ ス ク Jレ ラ スナ 卜 イ ラ
リ イ ン ラ リ ギ ン 卜
リ リ 工
ス ツ ス 本 ダ ア ア ス I ダ ア Jレ
化 学|3 | 7 4| 5 | 2 | lal1l2l1l1I 
電気機器I4 I 2 I 1 I 3 I I 1 I I 1 I 1 I I1
食 品|3I 1 I 1 I |3| | I 1・ 1 I | 
ガ ラ ス1I 1I 2 1 I | I 1 I | 
産業機械 2| 2 3 | | I 1 I 2 I | I 1 I 
測定器具|3I 2 iI 1 I 2 I I1I I 1 I I 
自 動 車 |2I 1 I 1 I 1 I |1.| I I 1 I 
事務機器|3 | 2 | 1 | 3 | 2 | I | |I| I 
医 薬 品|4121413121 I 1 I 2 I | I 
合 計 124 | 20|17 | 17 | 1 | 3 | 7 | 3 | 6 | 4 | 1 1
表中の数字は研究所の数を示す。 ・ 
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活動の国際化という事態が見られるのではないかと考え，海外研究所設置の
有無およびその設置場所（国名）について質問がなされた。アメリカ企業の
これらの質問に対する回答は次のようなものであった。回答企業の中で64社
が海外研究所を持っていると答えていたが，それらの企業がどこに海外研究
所を設けているかを産業別に示したものが表6である。その表から，アメリ
力企業が様々の地域に海外研究所を設置していることが分かった。一般的に
言って，アメリカ企業ば当該産業に関連する技術およぴ市場に関してフレッ
シュな情報が次々と生み出されるような地域に研究所を設置していると言え
よう。産業毎に最も設置研究所の多い国をあげていくと，化学工業一西ドイ
ッ，電気機器ーイギリス，食品ーカナダ，ガラスーフランス，事務機器一日
本，医薬品ーフランスというようになり，上のような予測はほぼ支持されて
いるといえよう。
日本企業の中で海外研究所を持っていると答えたのは40社であり，日本企
表7 日本企業の海外設置研究所
Iァ
設置国 メ
リ
産業 ＼ ヵ
品|1I I I I 
化学工業|3I I I I 
電気機器 4 I I 1 I I 
非鉄金属 1 I I I I 
精密機器|3I I I I 
自動車|4I I I 1 
医薬品I I 1I I I 1
計 |16| 1 | 1 | 1 | 1 
?
西
? ?
ベ
Jレ
? ィ
ギ
ス
ッ
?
湾
食
合
表中の数字は研究所の数を示す。
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業についても海外研究所を設置しようとする傾向が生じてきていることを示
しているように思われる。日本企業についてもアメリカ企業と同様に産業別
の海外研究所の設置先を示したものが表7である。その表からも明らかなよ
うに，設置先はアメリカに集中しており，アメリカ企業の海外研究所が世界
各国に散在していたのと対照的であった。
他方，質問票回答に参加した日本企業158社の中で84社が中央研究所を持
っていると述べていた。ただし，その内56社と多くの企業が中央研究所は地
理的に本社から離れた所に位置していると述べていた。
5. 技術計画活動成果
技術計画活動を通じて各種の側面にどの程度効果があったと評価されてい
たかについてアメリカ企業， 日本企業の間にどのような差異があるかを分析
しようとした。技術計画活動による成果としては， 技術開発の方向性の決
定，技術ソースの選択，技術移転の実硯，各種のプロジェクトに対する技術
的資源の配分，研究開発プロジェクトの計画設定と管理，研究者レベルでの
各種事項への指針，などが予め示された。これらの側面の各々に対して，ア
メリカ企業， 日本企業のニグループがどのように異なった評価を行っていた
のかを調査しようとした。技術計画活動による各種の効果への評価の平均，
アメリカ企業， 日本企業毎の評価の乖離およびその差異についてのF値など
が表8に示された。
その結果の第一の側面として， 日本企業が技術開発の方向性の決定という
側面についてアメリカ企業と比較して有意に高い評価を与えていたことが見
出された。 ここで技術開発の方向性の決定という場合， 「戦略的経営計画と
技術開発目標の関係の明確化」，「複数の技術に関して技術開発目標の明確
化」という二種類のものを含んでいた。前述したように日本企業の多くが技
術計画組織単位を保有していたという事実とここでの観察とをふまえて， 日
本企業の方が技術計画活動を通じて，より全社的経営戦略の観点から技術開
発を行うことができるようになったと評価しており，全社的な広がりをもっ
た各種の技術プロジェクトに関しての技術開発目標もより明確なものにする
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表8 技循計画活動成果
技術計画活動成果 1平均 1 日本 I米国 1 F値
戦略明的確化計画と技術開発目標の関係の 3.35 .15 -.14 5.80** 
複数明確の技化術に関して技術開発目標の 3.36 .24 -.24 17.0四＊
嗜技術ソースとの関係の創造と維 3.06 .06 -.06 1.00 
硯在硯の技術能力からのシナジ一の実 3.12 -.14 .14 6.14** 
複数技術の交流・結合 3.08 .03 —.03 0.26 
技術資源の配分 3.11 .08 -.08 1.94 
研究開発の方向づけ 3.60 -.00 .00 0.00 
国際的研究開発活動展開の意思決定 2.22 .00 -.00 0.00 
研究所レペルの研究開発計画 3.47 .11 -.11 2.98* 
研究開発予算の決定 3.47 .11 -.11 3.21* 
研究者の技術的問題解決の指針 3.13 .31 -.32 29．炉＊＊
研究者のキャリア形成上の参考 2.53 .47 -.45 69.2*** 
表中の数字は回答者による技術計画活動成果の評価を示している。
1 ＝低成果， 5 ＝高成果 というスケールを用いた。
日本，米国と言うコラムには，各項目についての国毎の偏差を示している。
正の偏差は，当該国企業がより大きな成果を評価していることを意味する。
*P<0.10 **p<0.05 ***p<0.01で有意。
ことができるようになったと評価していたと言えるであろう。
他方，アメリカ企業は技術計画活動の成果として「現在の技術能力からの
シナジーの実硯」（技術移転）」に対して日本企業よりも有意に高い評価を与
えていた。アメリカ企業は技術計画活動が「基礎研究」「応用研究」の段階
については高い成果をあげうるものではないのに対して， 「開発研究」に対
しては有意に高い成果をあげえるものと見なしていたと思われる。アメリカ
企業は，技術開発の方向性などという側面は計画的に決定されうるものでは
なく，現実の研究開発活動の結果として規定されてくるものであると見なし
ているのかも知れない。アメリカ企業は計画的ではない仕方で形成されてき
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た技術開発の方向性をふまえて，それまでになされた技術開発活動の結果を
うまく利用していくことに計画活動の成果を見出そうとしていたと言える。
アメリカ企業が自社の内部能力を評価することに熱心であるということが既
に述ぺられたが，この側面も技術開発結果の計画的利用という志向を反映し
ているといえよう。日本企業も自社の技術能力を高めることに熱心であると
言われてきたが，日本企業の場合は，現在の能力というよりもむしろ港在的
な能力の方に関心を寄せているようであった。
日本企業はまた，研究所レベルでの研究開発プロジェクトの計画とコント
ロール，研究者レベルで彼らの技術的な問題解決やキャリア上の決定を行う
ときの手助け，などに高い技術計画活動上の成果を見出していた。日本企業
の方が技術開発に関わる個人レベルでの計画により大きな利点を見出してい
たということができる。 アメリカ企業の場合は， 逆に， 個人レペルの問題
はこの種の計画活動によっては取り扱いえないと考えていたようであった。
6. 技術戦略
Friar and Horwitch (1984)は技術戦略を外部志向技術戦略と内部志向
(24) 
技術戦略とに区分した。外部志向技術戦略とは，企業の外部にある技術資源
を利用しようという戦略をいい，内部志向技術戦略とは，企業の内部におけ
る技術資源を育成・蓄積しようとするものであった。外部志向技術戦略とし
ては，外部委託研究，技術取得を目的とする企業の取得，他社技術の特許・
ノウハウの導入，技術開発のための合弁事業の設立，政府等が主宰する大型
プロジェクトヘの参加， 大学＝産業研究協力， 他社と共同研究開発プロジェ
クトの形成， 技術を取得ないしモニクーする目的をもって他企業へ資本参
加，技術能力を高めるための外部コンサルタントの利用，などというものが
考えられた。また内部志向技術戦略としては，中央研究所に源を発する諸技
術の展開，企業内ベンチャー・企業家的子会社・独立事業単位を用いての技
術の展開，有望な応用を期待した素材技術の育成，製造設備の自社内での開
発，有望な新製品に関連して自社に欠如した技術を特定化し，その育成をは
(24) John Friar and Mel Horwitch (1984) pp. 11-17. 
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かる活動，現存の能力にもとづくシナジーの実現と利用，数種の異なる技術
の相互交流， 進歩的なコーザーから革新的なアイディアを得ようとする活
動，供給業者（部品，素材）から革新的なアイディアを得るような活動，顧
客ニーズを明確化し，そのニーズに適合するように諸技術を応用すること，
などから成るものと考えられた。
技術計画活動を通じての成果の場合について行ったのと同様に，アメリカ
企業と日本企業によって採用される技術戦略の差異を明確にするため分散分
析を行った。表9は各種の戦略の採用度の平掏，アメリカ企業， 日本企業の
場合の平均からの偏差，そして両国間の平掏値の差が有意なものであるかど
うかを問う F値を表示したものである。そこで明らかになったことから次の
ようなことを言いうると思われる。
まず第一に， 日本企業は多くの内部志向型技術戦略をアメリカ企業に比し
て高い頻度で用いていることが分かった。製造設備の内部開発，有望な新製
品に関連して自社に欠如した技術を特定化したうえでその育成をはかる活
動，などが特に日本企業によってよく用いられていることが分かった。
第二に，アメリカ企業はいくつかの外部志向型技術戦略を日本企業に比し
て高い頻度で用いていることが明らかとなった。技術取得を目的とする企業
の取得，技術開発のための合弁事業の設立，技術を取得なしいモニター．する
目的をもって他企業へ資本参加，技術能力を高めるための外部コンサルタン
トの利用，などの戦略は，この調査に参加したアメリカ企業によってよく用
いられているものの例であった。これらの戦略に共通して見出される共通点
とは，オープンな市場から最適のものを見出すという原則の上に立って技術
資源の獲得を図ろうとすることであるといえるであろうか。
また， 日本企業もある種の外部志向技術戦略をアメリカ企業より高い頻度
で用いていることも分かった。そのような戦略としては，他社技術のライセ
ンス取得，政府等が主宰する大型研究プロジェクトヘの参加， 大学＝産業協
ヵ，などであった。以上の戦略に共通して見出される特色とは，それらが集
団主義的，協調主義的な原則の上に技術資源の獲得をめざすものであるとい
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表 9 日米企業の技術戦略
技 術 戦 略 I平均 1日本 l米国 l F値
外部委託研究 1.19 .03 .03 1.91 
技他術gの取技導得術入を目的とする企業の取 1.70 .15 -.14 34.5*** 外
部 の特許取得・ノウハウ 1.25 -.06 .06 5.31** 
志 技術開発のための合弁事業設立 1.58 .08 -.08 8.56*** 
向
技 政府等主催の研究プロジェクト 1.54 -.12 .12 17.7*** 
術 大学＝産業研究協力 1.24 -.05 .05 3.69* 
戦 共同研究開発プロジェクト 1.35 -.25 .25 111.6*** 
略
技術業へモ資ニ本タ参ー加目的のもとに他企 1.76 .07 -0.7 8.04*** 
外部コンサルタントの利用 1.28 .07 -.07 7.35*** 
中央研究所の活用 1.32 -.00 .00 0.03 
内 企業内ペンチャー 1.55 -.03 .03 1.15 
部 素材技術の育成 1.41 -.10 .10 12.9*** 
志 製造設備の自社内開発 1.41 -.11 .10 19. 7*** 
向
技 欠如技術の特定・育成 1. 30 -.18 .18 53.2*** 
術 シナジーの実現と利用 1.29 -.00 .00 0.03 
戦 異なる技術の相互交流 1.32 -.06 .05 4.23** 
略
顧客からアイディアを得る 1.40 -．12 .12 19.35*** 
顧客ニーズの明確化 1.09 -.03 .02 2.35 
表中の数字が小さければ小さい程，各戦略はより広く用いられたことを示す。
何故ならば，もし回答企業が当該戦略を採っていたと答えた場合には，数字の 1を
与え，採っていなかったと答えた場合には数字の2を与えたからである。
*P<0.10 **p<0.05 ***p<0.01で有意。
えよう。ただし，他社技術のライセンス取得については必ずしもこのような
説明があてはまらないが，それがもし最近よく利用されるクロス・ライセン
スの場合であれば以上の説明がそのままあてはまると言えるであろう。
技術計画活動を通じての成果の分析において，アメリカ企業は硯存能力か
らのシナジーの追求と実硯に関して日本企業と比較して相対的に高い成果を
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得ていることが既に示されていた。内部志向的技術戦略の一つをなすものと
して現存の能力にもとづくシナジーの実現と利用という項目を設定していた
が，この戦略がアメリカ企業によって意図的に採用されていたかどうかを調
べて見た。結果は両国の間で統計的に有意な差異は見出されなかったが，ア
メリカ企業はほとんどの内部志向型技術戦略において，日本企業に比して有
意に採用頻度が低かったという事実に照らし合わせて考えると，現存能力か
らシナジーを実現させようとする戦略は，予測通り，アメリカ企業によって
相対的によく用いられる戦略であると言いうるであろう。
7. 国別特性の比較のまとめ
アメリカ企業と日本企業の技術開発活動の諸側面について検討してきた
が，以上の分析のまとめを示したものが表10である。技術開発の各側面とし
て，技術計画活動，プロセス，経営資源，情報フローとコミュニケーション
の構造，技術計画活動成果，技術戦略をとりあげ，それらに開する日本企業
とアメリカ企業の特性を示したものである。
全体を通じて， 日本企業の技術開発は全社的な広がりをもって行われ，ま
たそのことに伴なう不可欠な側面としてある程度集権的になされているよう
であった。企業を超えた外部との結びつきを技術開発に生かしていないわけ
ではないが，もしそうするときにはある意味での集団主義的志向とも合致す
るような共同研究開発や， 大学ー産業研究協力を行ったりしていることが分
かった。海外研究所についてもアメリカを中心に設置し始めることを通じ
(25) 
て，従来よりもオープンな情報吸収をめざそうとしているようであるが，ァ
メリカに研究所を設置する理由として，研究者交流を続けている内に形成さ
れたアメリカ大学との関係を甚礎にして研究所を設置したりする等日本的な
特性が示されている場合もあるようである。
またアメリカ企業は，力点を各事業，各技術の開発に実効をあげることに
置いているようであった。そのため，計画の時間志向は長期的 (5~6年）
であり，技術開発に必要な相互作用的なコミュニケーションを実硯するよう
(25) 未来工学研究所 (1985)pp.110-125参照。
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表10 日本企業とアメリカ企業の技術開発
日 本 (158社） アメリカ (156社）
本社戦略に関運した技術開発 事業戦略に関連した技術開発
技術計画活動 状況把握と基本活動の明確化 問題の把解握明よりも実行に伴なう諸問題
中期的な計画の時間幅 (3年） 長期的な計画の時間幅 (5~6年）
本社共存コントローlレとアングラ研究の 相互作用的・有機的になるようにデ
ザインされていろ
相互ボ作ト用ム型が一フ゜番も多かいが (1る03社(3）6，社） ほとんどが相互作用型のプロセスプロセス アッ なりあ (113社）
技術社計長画(活93動社）の責任者は多くの場合 技術か計，上画活級動副社の責長任(者55社は社）長(55社）
非公式的な自由裁量研究 公式化された自由裁量研究
研究者・エンジニア人員数の平均― 研究者・エンジニア人員数の1平,45均7人
971人
研究開発費／売上高比率 3.24% 研究開発喪／売上高比率 3.47%
経営資源 半数近くが中央研究所を持つ 3分の2以上が中央研究所を(10持6社つ） 
(84社）
研員究数者比率・エンジ＝ア人よ員り数か／な総り従高業いはアメリカ
ほると組ん織ど単の企位業を持が技つ術(1計31画社を）担当す 3分を持1程の(企51社業が技術計画組織単位つ）．
恨識フローと 上記ヶ組かー織れスが単て位多いはく本(社94社に置），かれている 上記か組(織24社は本）社のかず(27社）， 研究所
．置 るケースは少蜘数(3所7社に） 
いれかに置かれて
コミュ＝ヶ— いる
ジョンの構造 ある程度集中的研究所配盟 分散的研究所配置
4分1程の企盆業が海外研究所を持つ 半数ちる近，(設64く置社の企先）業が広海範外囲研に究所を持が，その はアメリカに設置さ は わたってい
れている 社）
技術開発の方向性の決定
方向利ずペ性用，ー結をプを計果計ィ画プと的なをし遥成てに果現行じかてわお決れらう定てのとした りせ技成術果計画活動 全社的な方向性の確認
いるイノ
ジナジ一
する
全社的な墜合性を追求する技術戦略 企業家的な技術戦略
基本的に内部志向技術戦略 基本的に外部志向的技術戦略
（有成如製望造をしなたは設新技か備術製のる品）を自特に社定関内連化でししの，自開社そ発にの欠育， 
（「う技認術識」）を買うことは容易だとい
・技術取得を目的とする企業の取得
技術戦略
義致あ的する種，る一のも外体の部化）志結合向技志術向戦的略な側（面集団と一主
•技術開発のための合弁事業の設立
・共同研究開発
・政府等が主の参宰加する大型研究フ゜ロジ
ェクトへ
・大学ー産業研究協力
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に技術開発システムをデザインしているようであった。技術計画組織を通じ
て全社的な技術開発の方向づけを行ったりすることはせず，国内に分散した
研究所，海外の四方に置かれた研究所を通じて湧き出てくるイノベーティブ
な成果を期待しているようであった。一たん形成されたイノベーティブな成
果についてはそれを計画的に利用することが図られているようであった。ま
たアメリカ企業は，幅広い分散した研究所とともに，外部技術も企業取得，
合弁事業の形で積極的に利用しようとしているように思われた。
VI. 研究開発強度と国別特性の効果
今までの分析は，研究開発強度の差によってもたらされるであろう技術開
発上の差異を無視して行われてきた。研究開発活動が技術開発に占める役割
の大きさを考えると，研究開発強度の差異が異なったスタイルやプロセスを
もった技術開発をもたらすであろうということは明らかなように思われる。
ただし，研究開発強度の差異が技術開発に及ぽす影響の仕方はアメリカの場
合と日本の場合において異なるかも知れない。すなわち，研究開発強度と両
国特性は，個々に独立の効果を持つこともあれば両者の特定の組合わせが特
別の効果を示したりするような交互効果を持つこともあると考えられる。こ
のような研究開発強度と両国特性という二要因の効果の相互関連を明確化す
るため，研究開発強度と両国特性という二要因による一連の分散分析を行う
ことにした。これらの分析を技術計画活動，技術計画活動による成果，技術
戦略のそれぞれについて行った。
1. 研究開発強度による産業区分
これらの分析を行う前に，この調査への参加企業を研究開発強度にしたが
って各国毎に三つのグループに分類することにした。この分類を行う方法と
して，個々の企業の研究開発強度たとえば研究開発費／売上高比率の水準に
したがって行う方法がまず考えられるが，ここでは21~22ページにおいて調
べた産業毎の研究開発費／売上高比率水準に着目し， それらの水準について
の区分点を設けて三つの産業群を区分することにした。アメリカ企業につい
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ての分類は表11において示されており，日本企業についての分類は表12にお
いて示されている。両国企業について， もっとも高い研究開発費／売上高比
率を持つ産業のグ）レープをハイテク産業と呼ぶことにした。アメリカ企業に
ついてはハイテク産業と呼ぶための区分点として， 研究開発費／売上高比率
が5彩の水準を想定し，各産業の研究開発費／売上高比率の平均がこの水準
を越える場合それらをハイテク産業と呼ぶことにした。ただし化学工業につ
いては，産業全体の平均は上記の水準に達していないものの産業内に広範な
パラエティを持ち，中には極めて研究開発費／売上高比率の高い企業があっ
たので，個々の企業の中で研究開発費／売上高比率が5%を越えるものがあ
ればそれらをハイテク産業に属するものとみなした。日本企業に関してハイ
テク産業と呼ぶための区分点としては，研究開発費／売上高比率が4.3彩を越
えるということを条件とした。ただし，アメリカと同様に日本の化学工業も
表11 研究開発強度に基づくアメリカ企業の分類
産業分類 l研／売究上開高発比費率 産 業 名
ハイテク産業 I 5.0％以上 航医空薬宇品宙，一，電部気化機学器工業， 測定機器， 事務機器，
一般産業 1.5%~5.0% I その他化学工業，ガラス，産業機械，金属加工，自動車，コム，洗剤，楽器
成熟産業 1.5彩以下 アパレル油，飲，料造船，食，繊品維，鉄鋼，鉱業，バルプ・紙，石 ，タバコ
表12 研究開発強度に基づく日本企業の分類
産業分類 研／売究上開高発比費率 産 業 名
，，、イテク産業 I 4.3%以上 I 医薬品，電気機器，精密機器．一部化学工業
一 般 産 業 1.9%~4.3% I 金そ属の他，化自動学工車業，造，土船石，そ・のガ他ラ輸ス送，機械， 非鉄
成熟産業 1.9％以下 食そ品の他，繊製維造， パルプ・紙， 石油， ゴム， 鉄鋼，
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上記条件を満たしていなかったもののその産業の内部に広範なバラエティが
存在すると考えられた。日本企業については，産業小分類の情報が利用可能
であったので， 化学工業中のいくつかの小分類産業グループの中で研究開
発費／売上高比率が4.3％を越えるものがあれば，それらをハイテク産業に属
するものとみなした。
他方において， 研究開発費／売上高比率が最も低い産業のグループを成熟
(26) 
産業と呼ぶことにした。そのための区分点としては，アメリカ企業について
は，研究開発費／売上高比率が1.5％を下回る点を考え，各産業の平均値がこ
の値を下回るものについては成熟産業に属するものとした。日本企業につい
ては，この区分点を研究開発費／売上高比率が1.9％の水準においた。そして
各産業の中でこの値を下回るものを成熟産業と呼ぶことにした。日本両国間
で区分点が異なっていることの理由は， 両国の研究開発費／売上高比率の分
布の特性にもとづいている。アメリカ企業については，この分布は日本企業
と比べると相対的に標準偏差が大きいという特色を持ち，そのため区分の結
果生ずる三グループ毎のサンプル数を揃える目的のためには，アメリカ企業
についての区分点がハイテク産業については日本企業より高目に，成熟産業
については日本企業より低目に設定されることになったものである。
以上のハイテク産業と成熟産業の中間に位置するような産業を一般産業と
呼ぶことにした。
2. 研究開発強度と国別特性の技術計画活動への効果
研究開発強度と国別特性は技術計画活動に対して独立の効果を持つことも
あれば，両者が結合してある特定の組合せだけが特有の効果を持つこともあ
る。このような二組の効果の関連性を明らかにするため，二要因分散分析を
行うことにした。表13がその結果を表わしたもので，技術計画活動の関与度
の平均値，二要因の各クラス毎の偏差，•クラス間の平均値の差が有意に異な
るかどうかを示すF値，二要因交互効果の有意性を示すF値などを示してい
(26) 成熟産業の定義としては，需要成長率の低下，技術的進歩率の低下，国際競争
カの低下など種々のむのを考えることができるであろう。
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る。分析の結果，次のようなことが分かった。
まず第一に，ハイテク産業企業が技術計画活動の多くの側面において成熟
産業企業より高い関与度を示していることが分かった。これはハイテク産業
企業が直面する躁境の不確実性が多面的な対応を要求するためであると思わ
れる。ただし，すべての技術計画活動がノ、イテク産業企業によって重視され
ていたのではなく，技術予測活動を組織し，その結果から自社が将来保有す
べき技術のリスト作成を行うこと，競争業者の技術的強みについての評価を
行うこと，などの計画活動への関与については，研究開発強度の異なる三つ
表13 研究開発強度と国別特性の技術計画活動への効果
こごl平均 1；贔贔彗t|F値1日本;;| F値ド9『
本社戦略との関Ir.52 I .12 I 連での重点技 r.52I .12 I-.oo 1-.1314.65***1 .16 I-.16123. 72***1 3.92** 
術の確定
技術計画と事業
戦略の関連つI1.55 I .10 I .04 I .16 15.28***1-.01 I .01 I o.o9 I 1.01 
け
重点技術の開発
優先順位つけI 1.45 I.121-.031-.0913.24** I.o9 l-.o9 I 6.64***l 4.15** 
技術予測をふま
え将来技術のIo.88 I .o5 I .021-.0110.98 I .141-.14114.72***13.66** 
リスト作成
外部技術のソースの評価 |1.11 I .01 I .01 1-.16 14.67***1 .o5 1-.o5 I 1,915 I 5.10*** 
自社の内部能力1
評価 1.29 I.o9 1-.01 1-.o9 12.38* I-.12 I.12 112.62***1 5.47"** 
競靡ご業の強み|1.18 |―.01 | ．01 |―.=2.66* 
表中の数字は大きければ大きい程，その活動が重視されていることを示す。
*P<0.10 終 p<0.05 ***p<0.01で有意。
のグループ間での有意な差異は見られなかった。これは前者がきわめて長期
的な企業間競争に関連したものであり，後者は現時点での競争に憫連したも
のであるといえる。各グループの企業いずれもが以上の面については有用な
活動であると認めるものの，特に深く関与したりしないからだと考えられ
る。
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次に，ある種の技術計画活動は日本企業によって，より積極的に取り組ま
れ，あるものはアメリカ企業によって積極的に取り組まれているようであっ
た。日本企業が積極的であったのは，本社戦略実行において重要となる技術
開発目標を明確化させる活動，重点技術の開発上の優先順位の明確化，技術
予測活動を組織し，その結果から自社が保有すべき技術のリスト作成を行う
こと，などがあった。これらはいずれも，状況把握のもとに何が基本的に重
要かを絞りこんでいく活動と思われる。
他方，アメリカ企業は自社の内部能力の評価という活動により積極的であ
ることが分かった。日本企業がこの側面をそれ程重視していないのは，その
思考法があくまでも状況志向であり，内部能力の欠如は状況判断をふまえた
上で総力で取り組めば何とかなるという考え方の現われなのであろうか。い
ずれにしても，技術計画活動に関する限り，日本企業は戦略論の基本命題と
しての「環境の機会・脅威と自社の強み・弱みの総合的判断のもとに戦略的
方向を打出す」という命題から当然に要求される自社能力の内部評価をあま
り積極的に行っていないと言えるようである。
第三に，ほとんどすべての技術計画活動については，研究開発強度と国別
特性との間に有意な交互効果が見られた（表14参照）。
「本社戦略実行において重要となる重点技術について技術開発目標を明確
化させるような活動」については，・三つのアメリカ企業のグループの間で異
なる関与の度合が見られた。すなわち，ハイテク産業企業はこの活動に高い
関与度を表明し，成熟産業企業は低い関与度を答えていた。ところが，日本
企業の三つのグループはそのような関与度の差異を示さなかった。すべての
日本企業のグループはアメリカのハイテク産業グループよりも高い関与度を
表明しさえしていた。このことは，ハイテク産業企業，一般産業企業，，成熟
産業企業を通じて日本企業が「技術は本社戦略を実行する上での基本的な戦
略的手段である」という観念を共有していたためであると思われる。
重点技術開発上の優先順位を明確化する活動については，アメリカのハイ
テク産業企業とすべての日本企業が高い水準の関与度を回答していた。 ま
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た，技術予測活動を組織し，その結果から自社が将来保有すべき技術のリス
ト作成を行う活動については，アメリカの一般産業企業と成熟産業企業がと
もにかなり低い関与度を示していたのに対し，日本の一般産業企業と成熟産
業企業は逆にかなり高い関与度を示していた。
表14 グループ毎の技循開発の各側面
-［ロ 日本 アメリカ，，ヽ産イ業テクI 噸産業 1 成産業熟 `‘クI嘉 I 麿雷
畠！ 
本社の重戦略点技と術の関の連確定で 1.69 1.70 1.67 1.61 1.34 1.14 
重優点技先順術位の開の発決上定の 1.53 1.58 1.52 1.63 1.25 1.20 
技来成術予技術測をふまえ将作のリスト 0.95 1.13 1.00 0.94 0.67 0.63 
スケール 外評部技価術のソースの 1.07 1.30 1.11 1.31 1.07 0.80 
〇ー旦関与 自社価の内部能力の評
1 Q 1.13 1.19 1.22 1.65 1.38 1.20 
2 = 
競争業者の強み評価 1.04 1.16 1.24 1.31 1.21 1.12 
戦略術の的開明発経確営化目標計画の関と技係 3.57 3.31 3.60 3.53 3.20 2.91 
外部係的の技創術造源と維と持の関 3.15 3.09 3.09 3.38 2.72 2.89 
現在の技ナ術ジ能一力実か現らのシ の 3.04 3.09 2.80 3.62 3.07 3.09 
複数交流の異・結な合る技術の 3.04 3.20 3.07 3.32 2.96 2.85 
スケール 国際の展的研開究の意開発思活決動定 2.48 2.06 2.10 2.41 2.46 1.79 
1 -低果成
研究が形向成者の自分や参・研考のエ修キン努ジャ力ニリ力ア5一果高成 2.90 2.92 3.21 2.15 2.21 1.89 
I 
i 技術る取企得業のを取目的得とす 1.81 1.86 1.87 1.35 1.55 1.76 技循本ニも参をっク取て加ー得他す企なるい業目的へし責モ 1.83 1.80 1.85 1.55 1.77 1.75 
1 -採用
2 D採サ用 有望た素な応材技用術を期の待育成し 1.42 1.24 1,26 1.35 1.50 1.65 
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外部技術の導入，取得を行うために外部技術についての評価と選択を行う
活動については，アメリカのハイテク産業企業と，日本の一般産業企業およ
ぴ成熟産業企業が高い関与度を示していた。これらのグループの企業はそれ
ぞれの会社をより技術力の高度な会社に生まれ変らせるための方法として，
外部技術の導入，取得に関心を持っているためだと思われる。
自社の内部的技術能力育成の目的を持って評価活動を行う活動について
は，アメリカ企業の三つのグループの間で異なる程度の関与度が見られた。
すなわち，アメリカのハイテク産業企業は高い関与度を示し，成熟産業は低
い関与度を示すという関係が見られた。しかし，日本企業については，三つ
のグループの間で異なる関与度は見られず，すぺてのグループが低い水準の
関与度しか回答しなかった。日本のハイテク産業企業は，日本の成熟産業企
業やアメリカの成熟産業企業よりも低い廃与度を示していた。日本のハイテ
ク企業は，標準的な戦略論の教科書の説く「環境に見出した諸機会に自社の
強みや能力をマッチさせる」という基本原理から当然要求される内部能力評
価を軽視していると考えられる程であった。このことは，日本のハイテク産
業企業が「技術変化の速やかさを考えると今日の強みは明日の強みを保証し
ないし，今日の技術上の遅れは比較的短期日のうちにとりもどせるかも知れ
ない」という信念を持っているからかも知れない。
競争業者の技術的強みについての評価活動については，アメリカのハイテ
ク産業企業，日本の一般産業企業と成熟産業企業の三つのグループが高い程
度の関与度を表明していた。日本のハイテク産業企業がこの活動に窟い関与
度を示していなかったのは上と同様な理由で説明されるかも知れない。日本
のハイテク産業企業は，ライバル企業も技術開発を極めて迅速に行い得ると
いうことを知っているし，よりドラスティックな技術変化は直接の競争業者
たる日本企業より，アメリカを始めとする外国企業によってもたらされると
いうことが多いということの理由をもって，競争業者の技術的強みについて
の評価活動に深く関与するようなことはしないのかも知れない。さらにつけ
加えるならば，問題なのは実際に達成される技術的プレークスルーであり，
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それの背景をなす技術的強みの分析は一般的に過ぎると見なされているのか
も知れない。 ・
8． 研究開発強度と国別特性の技術計画活動成果への効果
技術計画活動成果に対して，研究開発強度と国別特性の差異がどのように
異なった効果を持つかを分析するため，一連の分散分析を行った。表15は各
技術計画活動成果の評価の平均，研究開発強度と国別特性という二つの要因
の各クラス毎の偏差，両要因の各クラス間で平均値が有意に異なるかどうか
を検定するためのF値，二要因交互効果の有意性を示すF値などが示されて
いる。分析の結果次のようなことが分かった。
まず第一に，いくつかの側面の技術計画活動成果はハイテク産業企業によ
って統計的に有意に高い評価を与えられていることが分かった。このような
高い評価を得ていたのは，戦略的経営計画と技術開発目標の関係の明確化，
複数の技術に関して技術開発目標の明確化，複数のプロジェクト間の技術資
源の配分，現在の能力からのシナジーの利用，国際的研究開発活動の展開，
などの技術開発活動の長期的枠組みの決定，全社的な技術開発の整合に関す
る活動であった。研究開発努力の方向づけ， 研究所レベルでの研究開発計
画，研究開発予算作成，研究者レベルにおける技術的問題解決やキャリア考
慮，などの研究開発特有の成果については，研究開発強度毎の差異は見られ
なかった。ハイテク産業企業においては，技術開発活動に戦略的な視点に付
加することに技術計画活動の成果が見出されているといえよう。
次に，ある種の技術計画活動の成果は日本企業によってより強い評価が与
えられていることが分かった。そのような技術計画活動成果には，戦略的経
営計画と技術開発目標の関係の明確化，複数の技術に関して技術開発目標を
明確化する活動，研究者・エンジニアが問題解決を図るときの参考というよ
うなものがあった。他方，アメリカ企業は現在の技術能力からのシナジーの
実硯という技術計画活動成果について日本企業より統計的に有意に高い評価
を示していた。以上の結果は，前述の分析 (pp~29~30)と一致するもので
あった。
表
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第三に，ある種の技術計画活動成果は，統計的に有意な研究開発強度と国
別特性との交互効果を持つことが分かった（表14参照）。それらの成果には，
戦略的経営計画と技術開発目標の関係の明確化，外部的技術源との関係の創
造と維持， 現在の技術能力からのシナジーの実現， 複数の異なる技術の交
流・結合，国際的研究開発活動の展開の意思決定，研究者・エンジニアが自
分のキャリア形成や研修努力方向を考慮するときの参考というような側面を
含んでいた。
まず，戦略的経営計画と技術的開発目標の関係の明確化については，日本
のハイテク産業企業と成熟産業企業がこの成果を高く評価していることが分
かった。日本の成熟産業企業，たとえば，鉄鋼，繊維などの産業に属する企
業は，従来の技術基盤を生かして新素材や医薬品などの分野に参入しようと
してきたことがしばしば見出された。このような傾向の理由として，日本に
おいては，新卒者以外の労働者の会社を越えた流動性が低いことと，事業の
売買•取得という慣行が発達していないことがあげられよう。後者の側面
は，成熟産業企業のトップマネジメントが，需要成長率が低下し，技術的進
歩についても漸進的なものしか見られず，国際競争力も低下したという意味
において成熟化した事業の売却やそれからの退却を思いとどまらせる要因と
なっている。それらの企業はそもそも適当な事業の買い手を見つけられない
であろうし，また事業の売却は従業員の会社移動を伴うことになり，そのこ
とは従業員の反発を紹くことが予想される。従業員の方も，自社事業の成熟
化が給与水準の低下となって顕在化しているとしても，労働流動性の低さか
ら従来の企業にとどまろうとする。しかし，事業の成熟化という問題は解決
されずに残るわけだから，その解決のためトップマネジメントによる当該企
業の技術基盤を生かすことのできる有望分野の模索を引き起こす。そのよう
な有望分野への進出を明示した戦略的経営計画とそのために必要な技術的開
発目標の関係の明確化が技術計画活動を通じて模索され，成果がある程度達
成されるものと思われる。
外部的技術源（大学，研究所，企業）との関係の創造と維持という側面に
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ついての技術計画活動成果については，アメリカのハイテク産業企業とアメ
リカの成熟産業企業が他のグループより高い成果を表明していた。他方，す
べての日本企業のグループは低い成果しか回答していなかった。ここで見ら
れる両国間での対照的な評価は， 前述した日本における労働流動性の低さ
と，事業売買市場の未発達という事態とは全く逆の状態がアメリカ企業の環
境として見出されるからであると思われる。すなわち， アメリカにおいて
は，労働者の会社間の移動という意味での流動性はきわめて高く，事業の取
得についての慣行も発達している。そのような環境は，アメリカのハイテク
産業企業が急激な技術革新に対応するために，技術力を持った会社や一部事
業を取得しようとする行動を可能にする。アメリカの成熟産業企業について
も，その事業が成熟化しかけたとき，従業員を解雇してその事業から撤退す
るとともに，有望な新事業を取得するという行動が考えられるが，このよう
な行動も労働市場の流動性の高さと事業の売買が極めて一般的であることか
ら可能となっている戦略だといえる。 このような制度環境のもとで， 外部
的技術源（大学，研究所，企業）との関係の創造と維持という技術計画活動
の成果が高く評価されているものと思われる。
現在の技術能力からのシナジーの実硯（技術移転）については，アメリカ
のハイテク産業企業が特に高い成果を見出していた。アメリカ企業は自社独
自の技術 (proprietarytechnologies)を生み出し， それをもとにユニーク
な製品を市場に提供することを得意としている。もっともその反面，他社で
開発された技術についてはそれをうまく適用していこうという意欲を持たな
いことがある (NotInvent~d Here Syndrome)。そのようなアメリカ企業
が， 自社独自技術をもとに収益性をあげていくための方策はただ一つであ
る。独自技術をもとにしたユニークな製品ラインの幅を広げて行ったり，独
自技術の他の用途への適用を考えたりするなどの，現在の技術能力からのシ
ナジーの実硯を最大限に図ることである。このような理由をもって，この側
面についての成果がアメリカのハイテク産業企業によって高く評価されてい
たのではないかと思われる。
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複数の異なる技術の交流・結合という技術計画活動成果については，アメ
リカのハイテク産業企業と日本の一般産業企業とが高い評価を示していた。
アメリカの航空宇宙産業企業と日本の自動車・自動車部品産業企業とが共に
複数の異なる技術の交流・結合と言う場合， 日米企業の基本的な志向性の
差，すなわちアメリカ企業の場合の独自技術にもとづくユニークな製品を作
ろうとするオリエンテーションと日本企業の場合の製造技術，工程技術およ
ぴ素材技術の革新にもとづくコスト／パフォーマンスの高い製品を作ろうと
するオリエンテーションの差を出発点としたうえでのことであり，したがっ
て複数の異なる技術の交流・結合の内容は両国のオリエンテーションの差異
を反映したものとなっており，その内容においてかなり異なったものである
可能性があるかも知れない。
最後に，研究者・エンジニアが自分のキャリア形成や研修努力方向を考慮
するときの参考という側面の技術計画活動成果については，日本の成熟産業
企業が特に高い評価を与えていた。日本企業は売上高の停滞や衰退が見られ
るときにも，研究開発人員を始めとする従業員を解麗することをせず，代り
に新規事業へ進出して余剰人員をその部門に配置しようとするような行動を
しばしばとる。日本の成熟産業企業において問題状況を打破するためどのよ
うな新規事業に進出しようとしているのか，そのための技術開発目標は何か
という情報は，自分のキャリアの大枠を硯在の企業に限定している多くの日
本企業の研究者・エンジニアが自らのキャリア設計をしていくうえにおいて
きわめて有用な情報となりえる。たとえば化学工業企業においてファイン・
ケミカルヘの志向を強めようとしている企業において，無機化学の教育歴を
持つ研究者が高分子化学の方面の研究もしておくなどの備えをすることが可
能になるのである。このような理由をもって，研究者・エンジニアが自分の
キャリア形成や研修努力方向を考慮するときの参考という技術計画活動成果
が日本の成熟産業企業によって高く評価されているものと思われる。
4. 研究開発強度と国別特性の技術戦略への効果
研究開発強度と国別特性の技術戦略への効果を分散分析を用いて明らかに
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することにした。表16が各戦略の採用度，研究開発強度と国別特性という二
要因の各クラス毎の偏差，クラス間の平掏値の差が有意に異なるかどうかを
示すF値，二要因交互効果の有意性を示すF値などを示している。分析の結
果，次のようなことが分かった。
まず第一に，ほとんどすべての技術戦略のオプションがハイテク産業企業
によって多く採用されていることが分かった。ハイテク産業企業について
は，その直面する技術環境と市場環境に高い水準の不確実性が存在し，その
ことがこのように各種の戦略の採用と言う結果となって現われたのだと思わ
れる。
第二に，ある種の技術戦略はアメリカ企業によってより多く採用されてい
るようであった。それらの中には，技術取得を目的とする企業の取得，技術
開発のための合弁事業の設立，技術を取得ないしモニターする目的を持って
他企業へ資本参加，などというものがあった。これらの傾向はアメリカ企業
についてよく言われるように，技術力を持つ企業を取得して自社の支配下に
おくことによって技術開発を推進するという性向と整合性を持っているよう
であった。
第三に，三つのタイプの技術戦略が研究開発強度と国別特性に関して統計
的に有意な交互効果を持っていることが分かった（表14参照）。それらは，
技術取得を目的とする企業の取得，技術を取得ないしモニターする目的を持
って他企業へ資本参加，有望な応用を期得した素材技術の育成，などという
ものであった。
技術取得を目的とする取得については，アメリカのハイテク産業企業が特
に高い採用度を示していた。日本企業については，事業売買の慣行の欠如か
ら，明らかに考えうるメリットにも関わらずこの戦略はあまり採用されてい
なかったようであった。
技術を取得ないしモニターする目的を持って他企業へ資本参加というオプ
ションについても，前述したのと同じような硯象が見られ，アメリカのハイ
テク産業企業だけがこの戦略をよく採用していることが分かった。その理由
表
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は前述と同様なものであると考えることができる。
有望な応用を期待した素材技術の育成については日本の一般産業企業が最
もよくこのオプションを用いていることが分かった。これらの産業に属する
日本企業は従来なかったような新製品を作り出すよりも，しばしば欧米で導
入された製品について，性能を向上させたり，品質を高めたり，コストを下げ
たりするような仕方での技術革新にボイントを置いてきた。このようなオリ
エンテーションのうえに立って，これらの日本企業は有望な応用を期待した
素材の育成を重要な競争上の鍵と考え始めているのかも知れない。さらに多
くの日本企業が一般にこのようなオリエンテーションを持っているという事
実をふまえると，素材技術の育成はたとえ社内に適当な適用先をみつけられ
なくても，外部に数多くの需要を見出しえることが予測される。さらに，日
本の一般・成熟産業企業は成熟事業を売却したり，その事業から退却したり
することが従業員との関係で困難であり，素材技術の再展開は企業内的な観
点から見ても好ましい。また外部にも需要が見出しやすいという需要サイド
の要因も素材開発が積極的に取組まれる原因をなしているようである。
VJ[．結論
質問調査票から得たデークにもとづいて，日本企業とアメリカ企業の技術
開発の比較を行ってきた。いくつかの差異が技術計画活動，プロセス，経営
資源，情報フローとコミュニケーションの構造，技術活動成果，技術戦略に
関して見出された（表10参照）。全休的に言って， 日本企業の技術開発は，
企業を取りまく状況の認識の上に全社的な広がりを持ってかなり集権的に行
われているようであった。それに対し，アメリカ企業の技術開発は，一般に
各事業，ないし各技術に関連して行われ，それらについての実効をあげるこ
とを主たるねらいとしているようであった。日本的な方法は，主要な技術発
展上のトレンドが何であるか，どのような製品化が可能であるかの探査を通
じて見出しえた市場的不確実性が少く大量需要が約束されている分野におけ
る技術開発を行うのに適しており，この条件を満たす限り，ある種の先端技
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術 (LSI,米ファイバ，など）の展開を行ったりするのにも適しているよう
である。一方，アメリカ的な方法は，新たな技術の創造と，その製品開発に
伴う市場不確実性への対処に有効であるように思われる。日本企業とアメリ
力企業は，かなり対極的な技術開発の方法を示してきたと言えるであろう。
本論文の後半は，研究開発強度と国別特性が技術開発に及ぼす効果を調べ
た。分析結果によれば日本企業，アメリカ企業の技術開発の一般的特色を言
いきることができず，その特色は各企業がハイテク産業，一般産業，成熟産
業のいずれであるかに依存することが示された。ただし，各グループが同一
国の他グループと異なる諸側面を呈示する場合，その相遮の仕方そのものが
各国の特性を表わしているような場合がしばしば見られた。たとえば，技術
取得を目的とする企業の取得についてアメリカのハイテク産業，一般産業，
成熟産業の各企業は技術開発の必要性に応じてこの順で取得戦略を展開して
きたことが分かったが，これは事業の売買慣行が一般的となっているという
アメリカの特性を反映していたようである。日本企業については，技術開発
上，上記の 3つのグループの取得戦略に対するニーズには差があると思われ
るのに，現実に事業売買の慣行が確立されていないという理由をもって，各
グループとも同様な程度でしか取り組んでいないことが分かった。
つまり，種々の社会制度，政府政策，金融制度そして企業の戦略決定メカ
ニズムや考え方の遮い，これらが日本企業とアメリカ企業の技術開発のあり
方を決定していると言わなければならないであろう。
日本企業とアメリカ企業との間の技術開発競争はますます熾烈なものとな
ってきているが，その現象の背後にある要因を無視して，表面的な手法やテ
クニックの吸収を行おうとするのは有効でないと言えそうである。
質問調査票をデザインするときに，努めて「可視的」で「具体的」な側面
を聞くように構造化した。そうすることによって，諮意的でない主観にとら
われない回答が得られると思ったからである。そのような現象面に焦点をお
いた分析から，その背後にある社会システムや制度，ものの考え方に分析の
範囲を深化していくためのマイルストーンとして本論文を位置づけたい。
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【付録1】 質問調査票
技術計画と技術戦略についての質問調査票
この質問調査票は日本における製造業企業売上高上位 500社に焦点を置き，各企業にお
いて，技術計画活動がどのように組繰化され．実行されているかを闘査する目的をもって
作成いたしたものでございます。お忙しい中を恐縮でございますが，回答にご協力いただ
ければ幸いに存じます。回答の内容は集計した形で統計分折を行いますので．貴社の回答が
明示的に現われることはございません。
同種の質問調査票に基づく調査をアメリカ企業については1985年 5月に実施しました。
Fortune誌製造業ランキング上位 500社に質問調査票を発送し， 150社から回答を得てお
ります。技術計画についての日米比較も分折の一視点としたいと考えております。
なお，ご回答をいただいた企業には，日米企業の双方のケースについての分折結果を来
年3月頃までに送付させていただく予定でございます。何卒よろしくご協力の程お願い申
しあげます。
ご回答に当りましては，質問調査票に直接ご記入いただきたく存じます。
貴社名
記入者御氏名
事業部．部、課
役職名
1 9 8 5年 10月15日
調査責任者
関西大学経済・政治研究所研究員
関西大学商学部助教授広田俊郎
整理の都合上．ご記入者の御名刺を質問調査票に添付のうえ
ご返送いただければ幸いに存じます。
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1.貴社の研究開発体制
1.貴社は中央研究所億詮湯f究所）を設置していますか。
（ ）はい （ ）いいえ
貴社の中央研究所は本社所在地と地理的に離れていますか。
・ 地名 地名
（ ）はい本社 研究所 ）いいえ
中央研究所が本社所在地と離れていることの理由，メリットをお書き下さい。
2.貴社は中央研究所以外の研究組織（研究所，研究部，技術センター，技術部）を全社
研究所，事業部付設，工場付設の形態で何ケ所お持ちですか。 また，各々の研究組
織の研究内容が以下のテーマのどれを中心としているかをご評価の上，全社研究所，
事業部付設，工場付設別の個数をご記入下さい。
全社研究所 事業部付設 工場付設
総数
特定の技術（群）をめぐって
特定の製品（群）をめぐって
製造技術をめぐって
素材技術・コンポーネント技術
システム技術をめぐって
品質管理・信頼性・検査技術
保守技術
3.貴社のあらゆる種類の研究開発組織単位の中で，海外に立地されているものについて
その所在地（地名，国名）をご列挙下さい。
4．貴社のあらゆる種類の技術開発活動，研究開発活動に従事している研究者，
エンジニアの数は何人程ですか。
研究者，エンジニア 人
5.貴社の現在の研究開発費／売上高比率はどれくらいですか。
％ 
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2.技術計画活動（研究開発計画活動）
1. 貴達社成は種々の研さ究れ組て幾いの研すい究か計。画関1活与＝有動の用程を性通度じて， 次のような槻能をど評の程価度し体て系く的にしようと ま を以下のスケールを用いて ださい。
〇＝関与していな を認め関与している
2＝不可欠の活動と認識し深く関与している
関与 有用深く
本社戦略実行において重要となる重点技術について技術 せず 関与
開発目標を明確化させるような活動 ゜1 2 技術計画と事業計画との関係の明確化 ゜1 2 重点技術の開発における優先順位を明確化する活動 ゜1 2 技術き技予術測活の動'}を組織し． その結果から自社が将来保有すべ ゜1 2 スト作成を行うこと自社の内部的技術能力育成の目的を持って評価活動をおこ ゜1 2 なうこと競争業者の技術的強みについての評価を行うこと ゜1 2 外部技術の導入，取得を行う為に外部技術についての ゜1 2 評価と選択を行うこともし貴社が以上の諸機能のいずれかに関して1か2をご選択の場合，貴社は何らかの形
で技術計画活動に関与しておられるものと想定させていただきます。その場合以下の質問
についてもご回答ください。また，どのような意味でも技術計画活動に従事していないと
思われる場合は， 7ページにお進みください。
2.貴社は以下のどのレベルで技術計画（研究開発計画）を策定されていますか。該当す
るものすべてにに丸印をご記入下さい。
）本社 ）事業部 ） 中央研究所
3.上の問について複数の箇所にご記入いただいた場合，以下の技術計画についての質問
に関して，どのレベルの計画に焦点を置いてお答えいただけるかをチェックして下さ
い。
（ ）本社 （ ）事業部 （ ） 中央研究所
4.その技術計画プロセスはどの程度公式化されていますか。
（ ）常置の計画グループ（個人）を設置
（ ）一時的な計酉グループ（個人）を設置
（ ）上記両者の併設
5.その技術計酉の時闊幅はどれぐらいですか。また，それはどれ程の頻度で更新されま
すか。
時間幅（ ）年間 更新の頻度（ ）回／年
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3.技術計画活動のための糾織
1.貴社は技術計画活動を公式的に担当する維織単位（個人）を持っていますか。
（ ）はい （ ）いいえ
2.その技術計画組織単位は以下のどの機関に所属していますか。
）本社の中に
）中央研究所の中に
）特定の部門別研究所の中に
）その他
3.その組織単位（個人）はどのような名称を持っていますか。
4.何人の従業員がこの組織単位のために慟いていますか。
人
5.この絋織単位に所属する従業員はどのような学歴をお持ちですか。次の表の各部分に
該当する方の数を概数で結構でございますのでご記入下さい。
工学，理学 法学，経済，
数学 商学．経営
博士
修士
学士
高校
6.貴社の技術計画策定にあたってどのようなタイプの外部関係者の協力を得ていますか．
（ ）コンサルタント会社
（ ）データ・サーピス企業
（ ）大学研究者
（ ）政府系研究機関
）教授．技術専門家から成る外部政策諮問機関
）調査機関
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4.技術計画活動の様式
1.貴社の技術計画プロセスについて，次のうちどれがもっともよくその様式を表現して
いますか。
） トップダウン ）ポトムアップ ）相互作用的
2.貴社の社長は，理科系出身ですか。
（ ）はい （ ）いいえ
貴社の役員の中で．理科系出身の方の比率はどれくらいですか。
（） ％ 
3.技術計画の原案は次の内どこで作成されますか。
）本社経営企画室．社長室 ）事業部門長
）研究所 ）その他
4.技術計画についてテーマと経費の見直しが行われるのは，どのような会議，折衝を
通じてですか。簡単にご説明下さい。
5.技術計酉の最高意思決定主体は次の内どの方ですか。
）会長 （ ）社長 （ ）副社長 （ ）専務 （ ）常務
）担当取締役 （ ）事業部門長 （ ）研究所長 （ ）研究開発部長
6.ある水準の額までは．最高意思決定主体の承認なしに技術開発プロジェクトを推進で
きる体制がありますか。
（ ）はい上限 万円 （ ）いいえ
7.戦略経営計画と技術計画の関係はどのようなものですか。適当な答えについてチェッ
クしてください。
（ ）戦略経営計画が技術計画のフレームワークを提供している。
（ ）技術計酉が戦略経営計画の基礎をなしている。
）以上の関係が両方ともなりたっている。
）両者の計画は独立的である。
日本企業とアメリカ企業の技術開発（広田） (507)59 
5.技術計画活動の成果・効用
1.貴社においては技術計画活動を通じて次の各方面でどの程度成果をあげ，効用を得て
いま高す成か果。適当な評価値を丸で囲んで下さい。 ただし， 1= 低成果・効用，
5= ・効用という評価値でお願いします。
低成果 中程度 高成果
戦略的経営計画と技術開発目様の関係の明確化 1 2 3 4 5 
複数の技術に関して技術開発目標の明確化 1 2 3 4 5 
外部的技術源（大学，研究所，企業）との関係の 1. 2 3 4 5 
創造と維持
現在の技術能力からのシナジーの実現 1 2 3 4 5 
（技術移転）
複数の異なる技術の交流・結合 1 2 3 4 5 
複数の技術・製品の開発・増強に関して技術資源 1 2 3 4 5 
の配分を容易にすること
新たな研究開発努力の明確化と選択 1 2 3 4 5 
国際的研究開発活動の展開の意思決定 1 2 3 4 5 
研究所レベルでの研究開発プログラムの計画 1 2 3 4 5 
とコントロール
研究開発予算の決定 1 2 3 4 5 
研究者・エンジニアが技術的問題解決をはか 1 2 3 4 5 
るときの方向づけ
研究研者修 ・エンジニアが自分のキャリア形成や 1 2 3 4 5 
努力方向を考慮するときの参考
2.貴社が技術計画活動に関して見出しうる上記の側面以外の成果・効用をご説明下さい。
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6.研究開発プロジェクト
1.研究開発プロジェクトの立案・運用を行う場合，貴社で採用されている評価・分類方
法にチェックのうえ，分類下位項目の中で貴社において重点的に研究されているもの
に丸印を付して下さい。
〔 〕研究種類別： （）基礎研究 （ ）応用研究 （ ）開発研究
（ 〕垂直統合別： （）システム志向的 （ ）部品志向 （）素材志向
〕コントロール別： （）公式的に承認されたプロジェクト （）研究所の自
由裁量によるもの （）研究者の自由裁量によるもの
〕製品志向タイプ別： （ ）製品志向的研究 （ ）非製品志向的研究
（ 〕本社ニーズ別： （ ）新製品の開発 （ ）既存製品の改良 （ ）新製造工程
の開発 （ ）政府規制への対応（ ）基礎的技術変化への対応
〕受益者別： （ ）全社へ直接貢献 （ ）特定事業部，職詭部門へ貢献
）時間幅別： （ ）・短期 （ ）中期 （ ）長期
〕確実性の程度別： （ ）かなり確実 （）やや確実 （）高度に確実
）不確実性の種類別： （ ）技術的不確実性 （ ）市場的不確実性
〕ステージ別： （．）基礎的研究 （ ）探索段階 （ ）技術的開発目標の設定
（ ）槻器・システム・プラントの開発 （）市場開発
2.自由裁量的研究（研究者自らが企画し，自由に研究するような研究で会社からは時間
ないし資金がある程度与えられる）に関して，次のどの説明があてはまりますか。
（ ） この種の研究活動を行っていない
（ ） 公式的にはこの種の研究活動を行っていないが，そのような活動が実際にはな
されているようである。
（ ） 公式的にこの種の研究活動を認めている
（ ） この種の研究活動を奨励するような公式的なシステムをもっている
3.種々多様な研究開発プロジェクトを運営していく上で極めて重要な問題としてはどの
ようなものがありますか。それらをご列挙下さい。
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7.技術戦略（技術能力の取得．育成）
1，貴社が技術の発展と技術の取得のために過去5年間 (19 8 0年代）に行ってきた
政策手段をチェックしてください。 但し， 0＝用いたことは余りない，
1＝少数例ではあるが用いたことがある， 2＝しばしば用いる，という評価スケール
にしたがってご回答下さい。
ない
外部委託研究 ゜技術取得を目的とする企業の取得 ゜他社技術の特許・ノウハウの導入 ゜技術開発のための合弁事業の設立 ゜政府等が主宰する大型研究プロジェクト ゜への参加大学＝産業研究協力 ゜他社と共同研究開発プロジェクトの形成 ゜技術を取得ないしモニクーする目的をもって 。
技術他企能業力へ資本参加
を高めるための外部コンサルタント ゜の利用
少数例
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
しばしば
2 
2 
2 
2 
2 
2 
2 
2 
2 
2.貴社が技術能力の育成のために過去5年間 Cl9 8 0年代）に採用してきた政策手段
をチェックしてください。 上の問と同じスケールで．ご評価下さい。
ない 少数例 しばしば
中央研究所に源を発する諸技術の展開 0 1 2 
企業内ベンチャー，企業家的子会社， ゜ 1 2 有望独立な事応業用単を位期待を用しいての技技術術の育展開成た素材 の ゜ 1 2 製造設備の自社内での開発 ゜ 1 2 有望な新製品に関連して自社に欠如した ゜ 1 2 現技存術の能を特力定に化もし， その育成をはかる活と利動用とづくシナジーの実現 。 1 2 
数種の異なる技術の相互交流 ゜ 1 2 進歩的なユー ザー から革と新す的な ゜ 1 2 アイディアを得よう る活動供給業者（部品， 素材よ）うか活ら革動新的な ゜ 1 2 アイディアを得る な顧客ニー ズを明確に化諸技し．術をそ応の用ニーズに ゜ 1 2 適合するよう すること
62(510) 
【付録2]
第 30 巻 第
?
号
日本回答企業リスト（産業別に示した。企業名の後の数字は企業規模ランキング
を示す。売上高1位～100位までの企業には1, 101位～
200位の企業には2,……,401位～500位の企業には5が
それぞれ与えられている）
［食品］
雪印乳業
サッボロビール
日本ハム
プリマハム
日清製油
丸大食品
日本製粉
，，ヽ ウス食品工業
日清食品
キッコーマン
森永製菓
明屋食品
中部飼料
オリエンクル酵母工業
塩水港精糖
［繊維】
旭化成工業
東レ
帝人
鐘紡
日清紡績
グンゼ
東邦レーヨン
福助
敷島紡績
日本毛織
(1躍）
?????????
［パルプ・紙］
山陽国策パルプ
大王製紙
中越パルブ工業
［化学工業］
花王
積水化学工業
小西六写真工業
東洋曹達工業
協和醸酵工業
日立化成工業
日本合成ゴム
鐘澗化学工業
ダイセル化学工業
日本ゼオン
日本化薬
三菱樹脂
阪田商会
積水化成品工業
日本合成化学工業
石原産業
大日本塗料
三洋化成工業
大陽酸素
サンスクー
北興化学工業
東京インキ
大阪曹達
(3社）
??
(24社）
????
(10社）
?????????
??????
日本企業とアメリカ企業の技術開発（広田）
理研ビクミン
?
［医薬品］
藤沢薬品工業
塩野義製薬
中外製薬
第一製薬
日本新薬
［石油］
丸善石油
：：：：菱石油
???
山陽特殊製鋼
合同製鐵
日本冶金工業
吾媚製鋼所
日本ステンレス
東京鐵鋼
日本電工
中部鋼飯
［ゴム］
東洋ゴム工業
オーツタイヤ
バンドー化学
［ガラス・土石］
小野田セメント
日本板硝子
日本セメント
日本電気硝子
住友セメント
秩父セメント
日本特殊陶業
大阪セメント
黒崎窯業
朝日石綿工業
東芝セラミックス
［鉄鋼］
川崎製鐵
住友金属工業
大同特殊鋼
(5社）
(2社）
(3社）
(11社）
(11社）
??
??
??????
??
【非鉄金属・金属製品］
住友電気工業
藤倉電線
大日日本電線
日本発条
扶桑軽合金
中央発条
大阪チクニウム製造
(511)63 
2 
3 
???
?
［機械】
小松製作所
ダイキン工業
プラザー工業
新潟鉄工所
豊田工機
東京重機工業
栗田工業
サンデン
椿本チェイン
多田野鉄工所
タクマ
ダイハッディーゼル
酒井重工業
［電気機器］
東芝
(7社）
???
??
(13社）
???????
(30社）
ー
64(512) 
三菱電機
日本電気
富士通
ソニー
シャープ
パイオニア
カシオ計算機
村田製作所
富士通ゼネラル
明電舎
安川電機製作所
スクンレー電気
赤井電機
山武ハネウエル
神鋼電機
日本通信工業
岩崎通信機
アンリッ
湯洩電池
山水電気
太陽誘電
日新電機
新神戸電機
日立電子
富士電気化学
新電元工業
東洋電機製造
大阪変圧器
日本電子
【造船］
石川島播磨重工業
三井造船
?
30 
??????
? ? ? ?
????
【自動車・自動車部品］
日産自動車
マツダ
富士重工業
ダイハツ工業
ヤマハ発動機
日野自動車工業
トヨク車体
豊田合成
ヵャパ工業
NOK 
プレス工業
愛三工業
【その他輸送機器］
新明和工業
小松フォークリフト
???
????
［精密機器】
リコー
キャノン
島津製作所
オリンパス光学工業
東京計器
コパル
(2社）
【その他製造業】
大日本印刷
日本楽器製造
岡村製作所
東洋リノリューム
(12社）
????
???
(2社）
(6式）
??
ー
???
(4社）
???
??
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【付録3]
アメリカ回答企業リスト（産業別に示した。企業名の後の数字は企業規模ランキ
ングを示す。売上高1位～100位までの企業には1,
101位～200位の企業には2,…,401位～500位の企
業には5がそれぞれ与えられている）
［航空宇宙］
Boeing 
Rockwell International 
Lockheed 
Martin Marietta 
Northrop 
Avco 
Rohr Industries 
(7社）
［アパレル］
VF 
Hartmarx 
Cluett Peabody 
(3社）
［飲料］ （1社）
Seagram(Joseph E.) & Sons 
［化学］ （22社）
Du Pont (E. I.) de Nemours 
Dow Chemical 
Allied 
Grace (W.R.) 
Monsanto 
Celanese 
Sherwin-Williams 
Rohm & Haas 
Koppers 
American Hoechst 
Cabot 
????
??
?
??????
Air Products & Chemicals 
Stauffer Chemical 
BOC 
BASF Wyandotte 
Pennwalt 
Sun Chemical 
Nalco Chemical 
Ferro 
Dexter 
Liquid Air 
Fuller (H. B.) 
??????
［電気機器］
General Electric 
Westinghouse Electric 
Raytheon 
Texas Instruments 
Motorola 
North American Philips 
Whirlpool 
Allegheny International 
Intel 
Johnson Controls 
M/A-Com 
Hoover 
Raychem 
Advanced Micro Devices 
Tracor 
Medtronic 
(16社）
?????????
66(514) 
?
［食品】
General Foods 
General Mills 
Pillsbury 
Campbell Soup 
Quaker Oats 
Staley (A. E.) Mfg. 
Wilson Foods 
Central Soya 
Monfort of Colorado 
Lipton (Thomas J.) 
Gerber Products 
McCormick 
Wisconsin Dairies Cooperative 
(13社）
［ガラス・土石l
PPG Industries 
Owens-Illinois 
Owens-Corning Fiberglas 
Manville 
Corning Glass Works 
National Gypsum 
Certain Teed 
Guardian Industries 
(8社）
［産業機械］
Deere 
Combustion Engineering 
Ingersoll-Rand 
Colt Industries 
Baker International 
Emhart 
Black & Decker Mfg. 
Outboard Marine 
Rexnord 
(13社）
30 巻
???????
???
??
?????
? ?
号
Fuqua Industries 
Briggs & Stratton 
Cincinnati Milacron 
Harris Graphics 
［光学・測定機器l
Xerox 
Minnesota Mining & Mfg. 
Becton Dickinson 
Bell & Howell 
Bard (C.R.) 
(5社）
［金属加工］ （9社）
Aluminum Co. of America 
Bethlehem Steel 
Armco 
Reynolds Metals 
Kaiser Aluminum & Chemical 
Inland Steel 
Interlake 
Newmont Mining 
Worthington Industries 
【金属製品］
American Can 
Gillette 
Parker Hannifin 
CBI Industries 
Butler Manufacturing 
Wyman-Gordon 
【鉱業・原油］
Standard Oil (Ohio) 
AMAX. 
Freeport-McMoRan 
NERCO 
???
???
??
????
(6社）
????
(4社）
???
日本企業とアメリカ企業の技術開発（広田）
【自動車・自動車部品］
Chrysler 
TRW 
Borg-Warner 
Ex-Cell-O 
Sheller-Globe 
Echlin 
［楽器・スポーツ用具］
Hillenbrand Industries 
Honeywell 
Hewlett-Packard 
Digital Equipment 
Sperry 
Control Data 
Amdahl 
Nashua 
Computervision 
(6社）
(1社）
????
?
【事務機器（コンピュークを含む）］
(8社）
1 
［パルプ・紙l (8社）
James River Corp. of Virginia 
Great Northern Nekoosa 
Hammermill Paper 
Stone Container 
Bemis 
Consolidated Papers 
Jefferson Smurfit 
Pentair 
????
Kerr-McGee 
National Cooperative Refinery 
Association 
(515)67 
2 
4 
(8社）
?????
?????
［医薬品l
Bristol-Myers 
Pfizer 
Warner-Lambert 
Lilly (Eli) 
Upjohn 
Schering-Plough 
Searle (G.D.) 
Robins (A. H.) 
【出版•印刷］
Times Mirror 
Tribune 
American Greetings 
【ゴム］
Uniroyal 
Armstrong Rubber 
Rubbermaid 
Dorsey 
(3社）
??
【石油精製］ （6社）
Standard Oil(Indiana) 
Shell Oil 
U.S. Steel 
Tenneco 
(4社）
???
［造船・鉄道・輸送機］
Ogden 
Mack Trucks 
【繊維l
Lowenstein (M.) 
［タパコl
Philip Morris 
???
(2社）
??
［洗剤］
Clorox 
(1社）
?
(1社）
?
(1社）
ー
